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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質からみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,国 際間に統一された合意を必要とする。そのため,郵 便及び電気通

信に関する国際協力を維持,増 進するための政府間国際機関である万国郵便

連合(UPU)及 び国際電気通信連合(ITU)は,他 の 国際機関に 先駆けて

早 くから設立され,既 に100年 を超える歴史を有 し,ま た,加 盟国数におい

ても150か 国を超す大きな組織 となっている。

一方,通 信衛星を利用して国際通信を行 うための国際組織である国際電気

通信衛星機構(イ ンテルサ ット)は,1964年 に発足 し,1984年 で20周年を迎

えた。そのメンバー数 も108か 国となり,メ ンバー以外の国も含め,170か

国余に衛星通信サービスを提供 している。また,そ の成功を背景として,通

信衛星による海事通信の改善を 目指 して,1979年 に発足 した国際海事衛星機

構i(イ ンマルサット)は,1982年2月1日 からシステムの運用を開始 した。

メンバー数は40か 国となっている。

以上のほか,国 際海事機関(IMO)及 び国際民間航空機関(ICAO)に お

いても,通 信は常に主要な問題の一つとして取 り上げ られており,ま た,最

近では通信技術の飛躍的発展が経済,社 会及び文化に広範な影響を与えるよ

うになってきたことを背景に,経 済協力開発機構(OECD)に おいても通信

にかかわる問題が活発な議論の対象となっている。
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(1)概 要

UPU(加 盟国166か 国)は,国 際連合の専門機関の一つで,郵 便業務の効

果的運営によって諸国民間の通信連絡を推進 し,文 化,社 会及び経済の分野

における国際協力に寄与することを目的とする政府間国際機関であ り,1874

年(明 治7年)に 設立された。

我が国は,1877年(明 治10年)に これに加盟し,以 来100有 余年にわた
ド

り,連 合の活動に積極的に参加し,そ の目的達成のため指導的役割を果たし

てきた。

現在,我 が国は,UPU憲 章の当事国であるほか,同 憲章により締結が義

務的とされているUPU一 般規則及び万国郵便条約並びに締結が任意である

小包郵便物に関する約定等UPU諸 条約の当事国である。

連合の機関は,UPU憲 章及びUPU一 般規則に基づき,第2-8-1図

のように構成されている。

UPU国 際事務局は,ス イスのベルンに置かれてお り,連 合の活動を遂行

するため,郵 政庁間の連絡,調 整に当たっている。この国際事務局には,我

が国から職員2名 が派遣されている。

また,UPU憲 章に基づ き,9の 限定連合(地 域的な郵便連合)が 設立さ

れてお り,我 が国は,こ の うちアジア=太 平洋郵便連合に加盟している。

(2)大 会議(総 会)

第19回 万国郵便大会議は,1984年6月18日 から7月26日(署 名日7月27

日)ま で西独のハンブルグで152か 国の政府代表等が参加して開催された。

この大会議では,UPUの 組織 財政,運 営方針,活 動計画のほか国際郵便

業務の改善に係る1千 件を超える議案等が審議された。

主な決定事項としては,UPU年 次経費の最高限度額の決定,執 行理事会

及び郵便研究諮問理事会の新理事国の選出,連 合経費の分担等級の変更等の

一般問題をはじめ,小 形包装物の最高重量制限の緩和,航 空書状,葉 書の転
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第2-8-1図 万国郵 便連 合(UPU)の 構 成

(1984年3月 末現在)
大 会 議

全加盟国(166)の 全権代表で構成 さ

れる最高の意思決定機 関,UPU諸 条

約の改正,執 行理事会及び郵便研究

諮問理事会等の選挙(原 則 として5

年 ごと)

[コ は㈱ 関・
※印は選挙 される職にある者

執行理事会(CE)

大会議か ら大会職までの間にお

けるUPU事 業の継統を確保する

ための機関(40か 国,年1回)

郵便研究諮問理事会(CCEP)

郵便に関す る技術上,業 務上,経 済

上及び技術協力上の諸問題の研究機

関(35か 国,年1回)

委 員 会

(10)

国際事務局

(楽事務局畏,崇 次畏)

加盟国郵政庁のための連

絡,通 報及び諮問の機関

委 員 会

(7)

送,返 送サービスの改善,普 通小包の賠償金額の引上げ,書 留及び小包票符

への バーコード表示の導入 及び 国際間の簡易な書留制度(国 際記録配達制

度)の 導入に関する研究の開始等外国郵便サービスの向上を目的とする多 く

の議案が採択された。この大会議で採択された新条約類は,1986年1月1日

から発効する。

また,会 期中に 「通信市場の発展下における郵便」をテーマとする一般討

論が行われ,そ の結果をとりまとめた 「ハンブルグ宣言」を採択 した。

(3)執 行理事会(CE)

CEの 理事国は,大 会議ごとに選出される。我が国は,1969年 か ら1979年

までの間2期 理事国を務めたが,第18回 大会議では三選禁止の規定により理

事国選挙に立候補できず理事国から退 くこととなったが,そ の後 も郵便研究
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諮問理事会第三委員会議長国の資格で毎年CE年 次会合に参加してきた。第

19回大会議を前にした最後の会合 となった1984年CE年 次会合は,2月27日

か ら3月8日 までスイスのベルンにおいて開催され,こ の会合では,1985年

連合予算を決定するとともに過去5か 年にわたり行われた研究等について最

終的な審議が行われ,大 会議へのCE提 案が了承された。

なお,第19回 大会議におけるCEの 理事国選挙で,我 が国は理事国に選出

され,第 二委員会(財 政)の 議長国の任にあたることになった。

(4)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

CCEPの 理事国も大会議が選出した理事国で構成される。我が国は,CCEP

の創設(1957年)以 来連続 して理事国に選出され,そ の活動に貢献してきた。

第18回大会議以降は,第 三委員会(郵 便機械化,局 舎及び自動車輸送)の 議

長国に選出され,委 員会活動を指導,推 進 し,作 業の進ち ょく状況あるいは

研究結果を理事会に 報告する役割を 果たしてきた。1983年 のCCEP年 次会

合は,10月10目 から21日までスイスのベルンで開催され,第18回 大会議によ

りCCEPに 付託された研究課題の最終審議が行われた。

なお,第19回 大会議におけるCCEP理 事国選挙で,我 が国は首位で当選

し,新CCEPの 活動に引き続き積極的に参加することになった。

(5)ア ジア=太 平洋郵便連合(APPU)

APPUは,ア ジア及び太平洋地域内における郵便業務の改善及び郵便上の

協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基づいて設立された限定郵便連

合であ り,現 在,域 内のUPU加 盟国中19か 国が加盟している。

我が国は,1968年 に加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極的に貢献Lて

お り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び郵便葉書の料金

につき,一 般の外国あての料金を40%引 き下げたものを適用している。

この連合の最高機関は大会議であるが,前 回の第4回 大会議は,1981年3

月にイン ドネシアのジョグジャカルタで開催され,こ の際,改 正 ・締結され

た諸条約は,1982年7月1日 から施行されている。次回の大会議は,1985年

11月にタイにおいて開催される予定である。
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また,こ の連合の事業の継続を確保することを任務とす る執行理事会は,

すべての加盟国で構成され,原 則 として1年 に1回 会合することとされてい

る。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

ITU(加 盟国159か 国)は,国 際連合の専門機関の一つで,電 気通信の分

野において広い国際的責任を有する政府間国際機関であ り,1865年 に万国電

信連合として発足 した。連合の組織は第2-8-2図 の とお りである。

我が国は,1879年 にこれに加盟 して以来100年 余,連 合の活動に積極的に

参加 し,国 際協力の実現に貢献 してきたが,特 に1959年 以降は,連 合の管理

理事会の理事国及び国際周波数登録委員会(IFRB)の 委員選出国 として連

合の運営面においても主要な役割を果た している。また,連 合の本部職員と

して我が国から5名(1984年3月 末現在,IFRB委 員を含む。)が 派遣されて

いる。

なお,1982年,ケ ーアのナイロビで採択された新条約は,1984年1月 から

発効しているが,我 が国も批准書を寄託し効力が生じた。

(2)管 理理事会

管理理事会は,全 権委員会議によって委任 された権限の範囲内で,全 権委

員会議の代理者 として行動 し,条 約,業 務規則,全 権委員会議及び連合の他

の会議 ・会合の決定の実施を容易にするための措置を採 ることを任務として

いる。

第38回 管理理事会は,1983年5月2日 か ら20目までの19日 間,ス イスのジ

ュネーヴにおいて開催され,連 合の会議 ・会合計画,連 合の予算,人 事関係,

技術協力等の案件について審議 した。1983年 度最終予算については,8,594

万6千 スイス ・フランが,ま た,1984年 度予算については,9,363万9千 ス

イス ・フランが承認された。
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第2-8-2図 国際電気通信連合(ITU)の 組織

(1984年3月 末現在)

全指委員会議

全加盟国政府(159)の 会識で

最高の意思決定機関,条 約改

正,管 理理事会の理事国の選

出

無線通信主管庁会職

(世界及び地域)
管理理事会

41か国の代表で構成

(毎年会合)

電信竜話主管庁会議

(世界及び地域)

嘉務総局

(楽事務総局長,崇 次長)

調整委員会

事務総局長を補佐する機関,

事務総局長,次長,IFRB議 長,

CCIR量CCITTの 両委員長で

構成

国際無線通信諮問

委員会(CCIR)

無線通信技術上の問題を研

究像 委員長)

専門事務局

総 会

(通常4年 ごとに開催)

各種研究委員会の会合

国際周波数翌録

委員会(1FRB)

周波数割当て,登 録等を行

う(崇委員5名)

専 門 事 務 局

プ ラ ン 委 員 会

(世界及び地域)

国際電信電話諮問

委員会(CCITT)

技術,運 用,料 金の問題を

研究(楽委員長)

導門事務局

総 会

(通常4年 ごとに開催》

各種研究委員会の会合

匠 コ ・㈱ 関
讃印は選挙される役員

理事国(41)

アルゼンティン,ブ ラジル.カ ナダ,コ ロンピア,米 国,メ キシコ,ペ ル「

ヴェネズエラ,西 狐 スペイ ン.フ ランス,イ タ リァ,英 国,ス ウェーデン、

スイス,束 狐 ルーマニア,ソ 連,ユ ー ゴースラヴイア,ア ルジェリア、ペナ ン,

ヵメルーン,エ ジプ ト,エ ティオ ビア,ケ ニア,モ ロッコ,ナ イジェリア,セ ネガル,

ク ンザニア,ザ ンピア,サ ウディ・アラビア,オ ース トラリア,中 国,イ ン ド.

インドネシァ,日 本,ク ウェイト,レ バノン,パ キスタン,7イ リピン,ク イ
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(3)技 術 協 力

電気通信の分野において,開 発途上国に対する技術協力を促進し,提 供す

ることは,条 約上ITUの 目的の一つに掲げられてお り,電 気通信設備や電

気通信網の建設及び改善のために実施される技術協力活動は,ITU活 動の中

で重要な役割を果たしている。

ITUの 技術協力活動は,現 在その大部分を外部資金に依存 している。ITU

は,国 連開発計画(UNDP)の 実施機関の一つとなってお り,1982年 には,

ITUの 開発途上国に対する援助総額3,185万9千 ドルの82%に 相当する電気通

信関連プロジェクト(167件)がUNDPか ら割 り当てられた。実施を委託さ

れたプロジェク トは,お おむね① アフリカ,ア ジア,中 南米等の各地域におけ

る電気通信網の開発の推進,② 開発途上国における電気通信の管理業務の強

化,③ 電気通信関係の人材の育成の3分 野に分類することカミでき,こ れに対

し,専 門家の派遣,機 材の供与等が行われた。

一方,UNDPに よらない技術協力活動としては,国 際諮問委員会 による

技術協力,連 合の予算を伴わないテクニカル ・アシスタンス ・イン ・カイン

ドのほかに,近 時新たに導入された連合の通常予算による技術協力がある。

これは,経 費的にはわずかのものである(1982年ITUの 通常予算全体の4.1

%相 当)が,地 域事務所の開設,短 期専門家の 派遣,訓 練標準化活動,後

発開発途上国への特別援助等極めて広範な活動が展開されている。

また,1982年 のナイ目ビ全権委員会議において,ITUの 技術協力に関する

運営の在 り方が全般的に見直され,技 術協力の促進に関する18の決議が採択

された。 この中には,① 締約国の主管庁,事 業体及びメーカ等か らの自発的

拠出に基づいて行われる技術協力プログラムである 「技術協力のための特別

任意プ目グラム」の創設,② 電気通信分野の南北格差の是正,均 衡のとれた

電気通信網の世界的発展を実現するための効率的方法の検討を主たる任務と

する 「電気通信の世界的発展のための独立国際委員会」(通 称 メイ トラソド

委員会)の 設立等が含まれている。
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(4)国 際無線通信諮問委員会(CC夏R)

CCIRは,無 線通信に関する技術及び運用の問題について研究し,意 見を

表明することを任務とするITUの 常設機関であ り,総 会及び総会が設ける

研究委員会によって運営される。

研究委員会は,現 在,全 部で13あ って(第2-8-3表 参照),そ れぞれの

担当分野が決められており,電 波天文,電 波伝搬等の基礎的な研究から,地

上通信,宇 宙通信,放 送等の実際的な業務に関するものまで広範囲にわたっ

ている。

各研究委員会の審議は,総 会から総会までの間に開催される中間会議及び

最終会議において行われ,報 告書が作成される。

これらの研究の成果として,総 会で採択された文書は,勧 告等のかたちで

発表 され,無 線通信システムの設計及び実施のための世界的な技術指針とな

るほか,各 種の無線通信主管庁会議の審議の技術的資料 として使用されるこ

ととなっている。

1983年 度における主な会議は,次 のとお りであった。

ア.研 究委員会中間会議(A1ブ ロック)

この会議は,1983年8月29日 から9月30日 まで,ス イスのジュネーヴにお

いて開催された。このブロックでは,第6(電 離媒質内伝搬),第10(放 送業

務(音 声)),第11(放 送業務(テ レビジ ョン)),CMTT(音 声及びテレビジ

ョンプログラムの長距離伝送)の 各研究委員会について行われ,1984年 に開

催される 「放送業務に分配された短波帯の計画作成のための世界無線通信主

管庁会議(WARC-HFBC)」 に対する報告書を作成 した。

また,① 高精細度テレピジョソの標準化,② ディジタルテレピジョンの標

準化,③ テ レテキス ト.④ スタジオ用ディジタル音声,⑤ ディジタル レコー

ディング,⑥ 放送衛星業務用テレビジョンの 標準方式 についても審議を行

い,新 しい勧告案を作成した。

イ.研 究委員会中間会議(A2ブ 官ック)

この会議は,1983年11月2日 から12月7日 まで,ス イスのジュネーヴにお
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いて開催された。このブロックでは,第1(ス ペク トラムの有効利用,監 視),

第2(宇 宙研究 及び 電波天文業務),第5(非 電離媒質内伝搬),第7(標 準周

波数及び報時信号)の 各研究委員会について,① 宇宙業務のスプ リアス発射

の許容値,② 無線スペクトラムの占有度の自動監視,③ 静止衛星からの不要

発射による 電波天文業務への干渉,④ 放送業務用VHF・UHF帯 電波の伝

搬特性,⑤ 移動業務におけるディジタル信号の伝搬特性,⑥ 衛星による世界

的時刻供給等に関し各国から提出された寄与文書262件(我 が国からは29件)

について審議を行った。

第2-8-3表CCIRの 研究委 員会

研究委員会 所 掌 事 務

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

CMTT

CMV

スペ ク トラムの有効利用,監 視

宇宙研究及 び電波天文業務

約30MHz以 下 の固定業務

固定衛星業務

非電離媒質内伝搬

電離媒質内伝搬

標準周 波数及 び報時 信号

移 動,無 線測位及 びアマチ ュア業務

無線 中継 システムを用 いる固定業務

放送業務(音 声)

放送業務(テ レビジ 胃ン)

音声及び テ レビジ ョンプログラムの長距離伝送

用語

(5)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,無 線通信に関する技術及び運用の問題を 除く電気通信業務の

技術,運 用及び料金の問題について研究 し,意 見を表明す ることを任務 とす

るITUの 常設機関の一つであ り,CCIRと 同様の方法で運営 されている。

CCITTに おける研究活動の中心的役割を担 う研究委員会(SG)は 全部で

15あ り,そ の他,開 発途上国向けハン ドブックの作成にあたる特別自主作業

部会(GAS),電 気通信網の在 り方を研究する世界及び各地域プラン委員会等

がある(第2-8-4表 参照)。1981年 ～1984年 研究会期の活動成果は,各
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CCITT研 究委員会,プ ラン委員会等一覧

SGI

SG∬

SG皿

SGIV

SGV

SGVI

SG1肛

SG田

SGDζ

SGXI

SGX旺

SGXV

SGXVI

SGXV旺

SGX皿

電信及び※テ レマテ ィー ク ・サ

ービス(フ ァクシ ミリ,テ レテ

ックス,ビ デオテ ックス等)の

定義及び運用

電話 の運用及びサ ービス品質

一般料金原則

国際 回線及 び回線鎖 の伝送上の

保守並び に自動及び半 自動網の

保 守

電磁発生源 からの干渉 と危険に

対 する防護

ケーブル ・シース と電柱 の防護

と仕様

デ ータ通 信網

※テ レマテ ィー ク・サー ビス(フ

ァクシ ミリ,テ レテ ックス,ビ

デオテ ックス等)の 端末機器

(旧SG1狙 十SGXIV)

電信網及び端末機 器

(旧SGD【 十SGX)

電話交換及び信号方式

電話伝送品質及び市内電話網

伝送方式

電話回線

電話網を利用す るデータ通信

デ ィジタル網

※ 「テ レマテ ィーク・サー ビス」

の用語は,暫 定的に使用 される。

CMBD

GM/LTG

GM/SMM

GAS3

GAS4

GAS5

GAS7

GAS8

GAS9

回線雑音とアベイラビリティ

電話型回線の電話以外の利用

海上移動業務

伝送方式の経済的 。技術的比

較
一次電源

電気通信の発展に関連する経

済的 ・社会的問題

村落電気通信

地域衛星網の導入に伴う経済

的及び技術的影響

アナログからディジタル電気

通信網への移行に伴う経済的
・技術的側面

世界 プラン委員会

アジア ・大洋 州プ ラソ委員会

アフ リカプ ラン委員会

ヨーロ ッパ ・地 中海地域 プラン委員会

ラテ ン ・ア メ リカプ ラン委員会

SG皿 の地域料 金作業班

アジア ・大 洋州地域GR/TAS

アフ リカ地 域GR/TAF

ヨー ロツパ ・地中海 地域

GRITEUREM

ラテン ・アメ リカ地域GR/TAL

SGご とに勧告案,報 告書として取 りまとめられ,1984年 秋にスペインで開

催される第8回 総会の場で,SGの 再編成,来 会期研究課題の リス トの作成

と並んで審議,承 認される。

総会で承認されたCCITT勧 告は,電 気通信技術の標準化,業 務の国際的

運用上欠 くことのできない指針 となる。

今目,研 究委員会の活動領域は,電 話の伝送 ・交換 という伝統的な研究分



一356一 第2部 各 論

野 か ら フ ァ クシ ミ リ,テ レテ ックス,ビ デ ナ テ ックス 等 の テ レマ テ ィー ク ・

サ ー ビス,ISDN(サ ー ビス 総合 デ ィジ タル網)に 関す る先 端技 術 分 野,高

級 プ ロ グラ ミン グ言 語 等 の 新 しい 研 究 分 野 に 至 る まで 極 め て 広 範 囲 な もの と

な っ てい る。

1983年 度 ジ ュネ ー ヴで 開催 され た 主 な 会 議 と して,1983年4月 のSGH中

間 会 合 に お い て,電 話 網 の 運用,管 理,ト ラ ピ ック理 論 の 研究 が行 わ れ,同

年12月 のSGI第3回 全 体 会 合 で は,欧 米 を 中心 に普 及 拡 大 の 要 請 の 高 い テ

レテ ッ クス と テ レ ックス 間 の相 互 通 信,フ ァ ク シ ミ リ蓄積 サ ー ビ ス等 の 新 し

い 国 際 間 通 信 サ ー ビス の 運 用方 法 の勧 告 化 が 検討 され た。

また,技 術 面 で は,SGX皿 第3回 全 体 会 合 が 同 年6月 に 開 催 され,ISDN

の網 構 成,サ ー ビス概 念 の 整 理 が行 わ れ,翌1984年3月 のSG皿 最 終 会 合 に

お い て は,G4フ ァ ク シ ミ リ,テ レテ ックス端 末 の技 術 的 特 性 の 研 究 に 大 き

な進 展 が み られ た 。

さ らに,1983年7月11日 か ら15日 ま で,郵 政 省 招請 の も とに 「ビデ オ テ ッ

ク ス国 際 標 準 化 東 京 会 合」 が 開催 さ れ,世 界 の約20か 国 で 開 発 実 用 化 が 進 め

られ て い る ビデ オ テ ックス の方 式(画 像 情 報 の符 号 体 系 等 に 関す る通 信 規 約)

を 国 際 的 に 標 準 化 す るた め の勧 告 の 具体 化 に つ い て,CCITTの 専 門 家 の 間

で 話 合 い が行 わ れ,日 本 の キ ャ プテ ン,欧 州 のCEPT及 び北 米 のNAPLPS

の3方 式 を 共 に 国 際 標 準 とす る こ とで 基 本 的 合 意 が 得 られ た 。

4国 際電気通信衛星機構(INTELSAT)

(1)概 要

イソテルサッ トは,国 際公衆電気通信業務に必要な宇宙部分(衛 星及びそ

の管制等に必要な関連地上設備)を 加盟国,非 加盟国を問わず世界のすべて

の地域の政府,又 は政府が指定した電気通信事業体に提供することを主たる

目的とする国際機関である。

1964年8月 に暫定的制度として発足 した後,1973年2月,「 国際電気通信

衛星機構(イ ンテルサッ ト)に 関す る協定」及び 「国際電気通信衛星機構
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(インテルサ ット)に 関する運用協定」が発効して恒久的制度となっている。

両協定のうち,前 者は,イ ンテルサットに加盟する国の政府が署名する政

府間協定であ り,機 構の組織等の基本的事項を規定するもの で あ り,後 者

は,イ ンテルサ ットに出資してその運営に参画する国の政府,又 は政府が指

定した電気通信事業体が署名する協定であ り,機 構の財政 ・運用に関する事

項を規定するものである。我が国は,こ の電気通信事業体 として国際電電を

指定している。

なお,イ ソテルサ ットの加盟国は,1984年3月 末現在108か 国である。

(2)組 織 構 成

インテルサットは,主 に次の四つの機関で構成されている。

ア.締 約国総会

締約国総会は,主 権国家としての締約国に関する事項,イ ンテルサットの

一般方針及び長期 目標等を審議することなどを任務 としてお り,原 則的に2

年に1回 開催される。

1983年10月 には,そ の第8回 会合が米国のワシン トンD.C.に おいて開催

された。 この会合では,イ ンテルサット仲裁裁判長団の構成員となる法律専

門家11名 の選出が行われ,我 が国からも1名 が選出された。

イ.署 名当事老総会

署名当事者総会は,イ ンテルサ ットに出資 してその運営に参画す る国の政

府,又 はその国の政府が指定する電気通信事業体で構成されるものであ り,

インテルサ ットの事業活動に関する一般規則の制定,理 事会から提出される

年次報告の審査,理 事会への代表資格の決定等を行 うことを任務としてお

り,毎 年1回 開催される。

1983年4月 には,そ の第13回 会合がタイのバンコクにおいて開催され,理

事 となるための最小出資率を1.561540%と することなどを決定 した。

ウ.理 事 会

理事会は,イ ソテルサ ットの宇宙部分の企画,開 発,建 設,運 用,維 持

等,イ ソテルサ ット運営に関する事項を遂行する中心的な機関であ り,少 な
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くとも年に4回 の会合を開催することとなっている。

理事会の構成員は,1984年3月 現在,イ ンテルサ ットへの出資率の大きさ

によって選出される署名当事者又は署名当事老の集団の代表22名 と,出 資率

に関係な く,ITUが 定めた五つの区分地域において同一地域に属する5以

上の署名当事老からなる集団の代表5名 の計27理 事,92署 名当事者から構成

される(第2-8-5表 参照)。

1983年 度においては,第55回 から第58回 まで,4回 の会合が開催された

が,そ の主要な活動は次のとおりである。

① 新事務局長の任命の決定

②VI号 衛星の最初の2機 の打上げ機を,米 国のスペースシャ トルとする

ことの決定

③ 日本の静止気象衛星3号(GMS-3)が インテルサ ット・システムと

技術的に両立する旨の事務局長勧告の採択

④ インテルサ ット・ビジネス ・サービス(IBS)を1983年10月1日 から

提供することの決定

⑤ 小容量通信サービス(VISTA)を1983年12月15日 から提供すること

の決定

工.事 務 局

事務局は,イ ンテルサ ットを法的に代表す る事務局長を長として,理 事会

の方針及び決定に従ってインテルサ ヅト業務を管理,執 行する機関である。

(3)シ ステム構成

インテルサット・システムは,イ ンテルサ ットが所有す る宇宙部分と各国

の政府 又は政府が 指定した電気通信事業体が 所有する地球局とで 構成され

る。運用に供されている衛星の配置及び使用状況は,第2-8-6表 のとお

りである。

インテルサ ット衛星に アクセス する地球局の数は,1984年3月 末現在,

154か 国及び属領内に615か 所あ り,そ の通信アンテナ総数は767基 に及ぶ。



第8章 国際機関及び 国際協 カ ー359一

第2-8-5表 各理事のインテルサ ッ トへの 出資率

(1984年3月 末現在)

理 事

1.米 国

2.英 国/ア イ ル ラソ ド

3.フ ラ ンス/モ ナ コ

4.ブ ラジ ル/ポ ル トガル

5.オ ー ス トラ リア

6.ス ペ イ ン/コ ロン ビア/

ペ ル ー

7.西 独

8.日 本

9,ア セ ァ ン 。グル ー プ(注1)

10.カ ナ ダ

11.ナ ー ス トリア/ギ リシ ャ/ス

イ ス/リ ヒ テ ン シ ュタ イ ン

12.サ ウデ ィ ・ア ラ ビア

13.ヴ ェネ ズエ ラ/メ キ シ コ/エ

ク ア ドル/ボ リビア

14.イ タ リア/ヴ ァチ カ ン

15.イ ラ ン/韓 国/パ キ ス タ ン/

トル コ

陣鐸琵)i
124

.357185

13.136243

5.506748

3.672444

3.451452

3.330300

3.295458

3.139547

3.021744

2,958648

2.587354

2.527135

2.431188

2.350000

2.272218

理 事

16.ア ラ ブ ・グル ー プ 皿(注2)

17,ア ラ ブ ・グル ー プ 且(注3)

18,ベ ル ギ ー/オ ラン ダ/ル クセ

ン ブル グ

19.ナ イ ジ ェ リア/ア ン ゴ ラ

20.北 欧 グル ー プ(注4)

21,ア ル ゼ ンテ ィン/チ リ/パ ラ

グ ァイ

22.*ア ジ ア ・太 平 洋 グ ル ー プ

(注5)

23。 ア ラブ ・グル ー プ1(注6)

24.*ア フ リカ ・グル ー プH

(注7)

25,*カ リブ ・グル ー プ(注8)

26.*ア フ リカ ・グル ー プ1

(注9)

27.*中 央 ア メ リ カ ・グ ル ー プ

(注10)

*印 は 地 域 代表 理 事

出資率(%)

1.954936

1.940765

1。813209

1.604418

1.580894

1.538450

1.310029

1.238944

0.957383

0.807751

0.636016

0,300000

(注)1.

2.

3.

4,

5.

6.

7.

イ ン ドネ シ ア,マ レ イ シ ア,フ ィ リ ピ ン,シ ン ガ ポ ー ル,タ イ

イ ラ ク,ク ウ ェ イ ト,オ マ ー ン,カ タ ー ル

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦,イ エ メ ン

デ ン マ ー ク,フ ィ ン ラ ン ド,ア イ ス ラ ン ド,ノ ー ル ウ ェ ー,ス ウ ェ ー デ ン

パ ン グ ラ デ シ ュ,フ ィ ジ ー.イ ン ド,ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド,ス リ・ラ ン カ

ァ ル ジ ェ リア,ジ ョ ル ダ ン,レ バ ノ ン,リ ビ ア,モ ー リタ ニ ア,モ ロ ッ コ

ヵ メ ル ー ン,中 央 ア フ リ カ,コ ン ゴ,ガ ボ ン,象 牙 海 岸,マ リ,ニ ジ ェ

一 ノレ

8.パ ル パ ドス,ド ミニ カ,ハ イ チ,ジ ャ マ イ カ,ト リニ ダ ッ ド ・ トバ ゴ

9.エ テ ィ オ ピ ア,ケ ニ ア,タ ン ザ ニ ア,ウ ガ ン ダ,ザ ン ビ ァ

10.コ ス タ ・ リ カ,エ ル ・サ ル ヴ ァ ドル,グ ァ テ マ ラ,ホ ン デ ュ ラ ス,ニ カ

ラ グ ァ,パ ナ マ
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第2-8-6表 イ ンテルサ ッ トの運用衛星の配置及び使用状況

「≡、、-功一 郵 些 大 西 洋 イ ン ド 洋 太 平 洋

衛 星

軌 道 位 置

接 続 ア ン テ ナ 数
(国際公衆通信用)

使 用 ユ ニ ッ ト 数

(ト ラン ス ポ ン ダ ・リー スを 除 く)

V号

(F-3)

西 経
24.41度

70

20,352

V号

(F-2)

西 経
34,57度

50

13,234

V号

(F-6)

西 経
18.42度

30

10,105

V号

(F-7)

東 経
59.91度

63

12,755

V号

(F-5)

東 経
62.90度

15

2,740

IV号A

(F-6)

東 経
173.97度

39

8,675

(注)ユ ー ッ トとは,二 つ の標準地球局間に4kHz相 当の電話双方向回線を設定す

るために必要な衛星の電力 と帯域の単位であ って,2ユ ニ ッ トを もって1双 方

向回線が設定され る。

5国 際海事衛星機構(INMARSAT)

(1)概 要

インマルサ ットは,海 事通信を改善す るために必要な宇宙部分(衛 星及び

その管制等に必要な関連地上設備)を すべての国籍の船舶による使用のため

に開放し,こ れにより海上における遭難及び人命の安全に係る通信,船 舶の

効率及び管理,海 事公衆通信並びに無線測位能力の改善に貢献することを目

的とした国際機関であ り,1979年7月 の 「国際海事衛星機構(イ ンマルサ

ッ ト)に 関する条約」及び 「国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)に 関する

運用協定」の発効に伴い発足 した。

同条約は,イ ンマルサットに加盟する国の政府が署名す る政府間条約で,

機構の組織等の基本的事項を規定 し,同 運用協定は,イ ンマルサ ットに出資

してその運営に参画する国の政府,又 はその国の政府が指定した権限ある事

業体が 署名する協定であ り,機 構の財務 ・運用に 関する事項を規定してい

る。我が国は,こ の権限ある事業体 として国際電電を指定 している。

なお,イ ンマルサットの加盟国は,1984年3月 末現在で40か 国であ り,各

々のインマルサ ットへの出資率は,第2-8-7表 のとお りである。
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第2-8-7表 イ ンマルサ ッ トの加 盟国及びその署名当事者の出資率

(1984年3月 末現在)

国 名

○

○

○

○

○

○

○

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

米 国

ソ連(含:白 ロ シ ア,

ウク ライ ナ)

英 国

ノ ー ル ウ 西 一

目

イ

フ

西

ギ

オ

カ

ク

ス

ス

オ

ブ

デ

イ

ポ

タ リ

ラ ン

リ ・シ

ラ ン

ウ

ペ

ウ ェ

ラ

ン

ナ

ェ イ

イ

一 デ

ー ト ラ リ

ジ

マ ・一一

ン

ー ラ ン

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア

本

ア

ス

独

ヤ

ダ

ダ

ト

ソ

ン

ア

ル

ク

ド

ド

出 資 率(%)

22.95360

13.84480

国 名

9.ク1771

7.73991

6,87630

3,29633

2.83488

2,83488

2.83488

2.83488

2,57122

1.97781

1,97781

1.84601

正.64826

1.64826

工.64826

r.64826

1,64826

1.64826

○

●

●

シ ン ガ ポ ー

中

ア ル ゼ ン テ ィ

ベ ル ギ

フ ィ ン ラ ン

ニ ュー ・ジ ー ラ ソ

ブ ル ガ リ

ポ ル ト ガ

● ア

● チ
エ

イ

リ

オ

フ

ス

ル ジ ェ

イ

ジ プ

ラ

ベ リ

マ ー

リ ・ ラ

リ ピ

ン

ノレ

国

ン

ド

ド

ア

ノレ

リ ア

リ

ト

ク

ア

ン

ソ

カ

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

テ ユ ニ ジ ア

出 資 率(%)

1.64826

1.21496

0,59335

0.59335

0.59335

0.35641

0.26725

0.20249

0.05000

0.05000

0.05000

0,05000

0.05000

0.05000

0,05000

0.05000

0.05000

0.05000

(注)○ 印は,出 資率の大 きさに基づいて選出 された理事(た だ し,ス ウェーデン/

フ ィンラン ド及びオ ランダ/ベルギーは集団代表)

● 印は,出 資率に関係な く地域代表 として第3回 総会(1983年10月 開催)で

選 出された理事

(2)組 織 構 成

インマルサ ットは,主 に次の三つの機関で構成される。

ア.総 会

総会は,「 インマルサットに関する条約」 に署名したすべての国の政府で

構成されるものであ り,原 則として2年 に1回 開催される。

主として主権国家 としての締約国に関する事項を決定し,機 構 の一 般 方

針,長 期目標等を審議することなどを任務 としている。
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1983年10月 に は,そ の 第3回 会 合 が英 国 の 冒 ン ドンに お い て 開催 され た 。

イ.理 事 会

理 事会 は,1984年3月 末 現 在,イ ンマ ル サ ッ トへ の 出資 率 の 大 き さに よ っ

て選 出 され た 署 名 当事 者 又 は署 名 当事 者 の代 表21名 と,地 域 代 表 の 原 則 を 尊

重 す る こ とを 確 保 す る よ う出資 率 にか か わ りな く総 会 に よ って 選 出 され た 署

名 当事 者 の代 表4名 とで構 成 され る。

理 事 会 は,イ ン マ ルサ ッ ト宇 宙 部 分 の企 画,開 発,建 設,運 用,維 持 等,

イ ン マ ル サ ッ ト事 業 の運 営 につ い て 責 任 と権 限 を持 つ 機 構 の 中 心 的 機 関 で あ

り,少 な くと も年 に3回 の 会 合 を 開 催 す る こ と とな っ てい る。1983年 度 に お

い て は,第14回 か ら第17回 まで,4回 の 会 合 が 開 催 され,主 と して 以下 の事

項 が 決 定 され た 。

① イ ンマ ル サ ッ ト第2世 代 衛星 の提 案 要 請 書 に,航 空 移 動 衛 星 業 務 用 周

波 数(Rバ ン ド)の一 部 とそれ に 必要 な フ ィー ダ リン クを 組 み 入 れ る こと

② 宇 宙 部 分 の 使用 量 に 基 づ く各 署 名 当事 者 の 出 資 率 を 最 初 に決 定 す る時

期 を,1985年1月31日 とす る こ と

③ 音 声 級 専用 線 サ ー ビス及 び 電 話 の 週末 割 引 料金 サ ー ビスを 各 々試 行 ベ

ース で 提 供 す る こ と

ウ,事 務 局

事 務 局 は,イ ンマ ル サ ッ トを法 的 に代 表 す る事 務 局 長 を 長 と して,理 事 会

の方 針 及 び決 定 に従 っ て イ ン マ ルサ ッ ト業 務 を管 理,執 行 す る機 関 で あ る。

(3)シ ス テ ム構 成

イ ンマ ルサ ッ ト・シス テ ムは,大 西 洋 海 域 を 欧 州 宇 宙 機 関(ESA)か ら リー

ス した マ レ ッ クス衛 星,イ ン ド洋 海 域 を イ ンテ ル サ ッ トか ら リー ス した イ ン

テ ル サ ッ トV号 衛 星 に搭 載 の海 事 通 信 サ ブ シス テ ム(MCS),太 平 洋 海 域 を

米 国企 業 コム サ ッ ト ・ジ ェネ ラ ル社 か ら リー ス した マ リサ ッ ト衛 星 で 各 々 カ

バ ー して い る。 これ ら運 用 衛 星 の配 置 は,第2-8-8表 の とお りで あ る
。

イ ンマ ルサ ッ ト ・シ ス テ ムを 利 用 して海 事 通信 を行 って い る船 舶 は,1g84

年3月 末 現 在 で,56か 国 の2,272隻 で あ る。
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インマルサ ッ トの運用衛星の配置

「諭 一遡 」 大 西 洋 イ ン ド 洋 太 平 洋

衛 星

リ ー ス 元

マ レ ック スA

ESA

イ ン テ ル サ ッ トV号

(F-5)

イ ン テ ルサ ッ ト

マ リ サ ッ ト

コ ムサ ッ ト ・

ジ ェネ ラル社

軌道位副 醗 26劇 難 63劇 難17・ ・度

6そ の他の国際機関

(1)ア ジア ・太平洋電気通信共同体(APT)

ア.概 要

APTは,ア ジア ・太平洋地域の電気通信網の整備拡充の促進を 主たる目

的として,そ の設立憲章が第32回ESCAP(ア ジア ・太平洋経済社会委員会)

総会(1976年3月 開催)に おいて採択 された。我が国は,1977年11月25日

に同憲章の批准を終えた。 同憲章は,APT本 部所在国であるタイを含む7

か国の批准書が寄託されて1979年2月 に発効した。同年5月,創 立総会がタ

イのバンコクで開催され,同 年7月 に事務局が発足 し,APTの 活動が開始さ

れた。APTは,国 際電気通信条約(1973年 マラガ=ト レモ リノス)第32条 の

規定に合致する地域的電気通信機関でもあり,加 盟国(1984年3月 末現在,19

か国),準 加盟国(2地 域)及 び賛助加盟員(10事 業体)か ら構成されている。

イ.組 織

APTの 主要機関は,総 会,管 理委員会及び事務局である。

総会は,APTの 最高機関であ り,す ぺての加盟国及び準加盟国で構成さ

れ,3年 ごとに通常会期として,ま た,必 要がある場合には臨時会期 として

会合す る。

管理委員会は,共 同体のすべての加盟国及び準加盟国で構成され,総 会が

決定する方針及び原則を実施に移す機関である。事務局は,共 同体の首席の

管理職員である事務局長,管 理委員会が必要 と認める数の事務局次長(1
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名)及 び管 理 委 員 会 が必 要 と認 め る他 の職 員 で 構 成 され る。 我 が 国か らは,

創 立 以 来 引 き続 き事 務 局 次 長 が派 遣 され る とと もに,国 際 協 力事 業 団(JICA)

ベ ー ス の長 期 専 門 家(2名)が 事 務 局 に 派 遣 され て い る。

ウ.活 動

APTは,研 修,セ ミナ,ワ ー ク シ ョ ップ等 へ の 参 加 の た め の フ ェ ロー シ

ップの 供 与,「 ル ー ラ ル電 気 通 信 開 発 プ ロジ ェ ク ト」 及 び 「サ ー ビス 品 質 改

善 プ ロ ジ ェ ク ト」 の 実 施 等 の た め の専 門 家 派 遣,「 ア ジ ア ・太 平 洋 地 域 に お

け る ネ ッ トワー クの デ ィジ タ ル化 に 関す る セ ミナ」(1983年3月1日 ～5日,

香 港)の 開催,「 共 通 の 信 号 方 式 に 関 す る ワー クシ ョ ップ」(1983年8月22日

～26日 ,バ ン コ ク)の 開催 等 を行 った 。

さ らに,1983年 が世 界 コ ミュー ケ ー シ ョン年 で あ る こ とを記 念 して,1983

年9月26日 か ら10月1日 まで,APTと 我 が 国 と の共 催 に よ り 「ア ジ ア ・太

平 洋 電気 通 信 東 京 会 合 」 が 開催 され た 。

管理 委 員会 は,通 常 の活 動 の一 つ と して,二 つ の ス タ デ ィ ・グル ー プ を設

置1'て い る。 第1ス タデ ィ ・グル ー プ(SGI)で は,主 と して 国際 電 気 通

信 に 関す る事 項 が,第2ス タデ ィ ・グル ー プ(SGH)は,主 と して 国 内電

気通 信 に 関す る事 項 が研 究 付 託 事 項 とされ て い る。1983年11月1日 か ら5日

ま で 開催 され た ス タ デ ィ ・グ ル ー プ会 合 で は,我 が 国か ら 「国際 通 信 ネ ッ ト

ワ ー クに 適 した デ ィジタ ル伝 送 方 式」(SGI),「 局 外 設 備 の品 質 維 持 のた め

の基 本 方 策」 「デ ィジ タ ル交 換 シ ス テ ム の 開発 戦 略 」(SGH)等 に つ い て の

発 表 を行 い,他 の参 加 国 の強 い 関 心 を 集 め た 。

また,1983年11月 に 開催 され た 第7回 管理 委 員 会 に お い て,SGIへ の付

託 事 項 と して 衛 星 通 信 に 関 す る研 究 課 題 を 追 加 す る こ とを 決 定 した 。

(2)国 際 連 合 ア ジア ・太 平 洋 経 済 社 会 委 員 会(ESCAP)

ESCAPは,国 連経 済 社 会理 事 会(ECOSOC)の 監 督 下 に あ る地 域 経 済 委

員会 の一 つ で,1947年3月 に 設 立 され た 国 連 ア ジ ア極 東 経 済 委 員 会(ECA-

FE)の 名 称 が 変 更 され(1974年9月),現 在 に 至 って い る もの で あ る。

ESCAPの 本 部 は タイ の バ ン コ クに あ り,地 域 内 各 国 の経 済 ・社 会 開 発 の
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ための協力をはじめ,こ れに関する調査 ・研究 ・情報収集等を行っている。

1984年3月 末現在加盟国は,域 内国39,域 外国5の 計44か 国(う ち準加盟9

か国)で,我 が国は1952年 に準加盟が認められ,次 いで1954年 に正式加盟が

認められた。

ESCAPに は,総 会の下部機構 として,九 つの常設委員会があ り,そ の一

つである海運 ・運輸通信委員会の運輸 ・通信 ウイングは,隔 年ごとに開催さ

れることになっているが,そ こでは域内の電気通信及び郵便の開発に関する

技術及び経済関係の諸問題の討議勧告を行い,そ の実施状況の検討がなされ

ている。

1984年 は,我 が国のESCAP正 式加盟30周 年にあた り,4月17日 から27

目まで第40回 総会が東京で開催された。同総会において,運 輸 ・通信基盤の

向上,運 輸 ・通信分野での問題点の把握,現 実的解決策の策定,実 際的で効

率的な運輸 ・通信網の発達促進等 を目的 とする決議 「運輸 ・通信の10年」

(東京宣言)が 採択された。

(3)国 際海事機関(IMO)

ア.概 要

IMOは,海 運に影響のあるすべての事項について国際協力を促進するこ

とを目的として設立された国際連合の専門機関である。海上交通の増大と高

速化に伴い,船 舶の航行,人 命財産等の安全を確保す るための重要な手段で

ある無線通信の役割は,近 年飛躍的に高まってお り,IMOの 通信分野にお

ける活動もとみに活発化している。

これまでに,IMOの 招集する国際会議において,「1974年 の海上における

人命の安全のための国際条約」(以下 「1974SOLAS条 約」 とい う。),「1977

年の漁船の安全のための トレモ リノス国際条約」,「1978年の船員の訓練及び

資格証明並びに当直の基準に関する国際条約」,「国際海事衛星機構(イ ンマ

ルサ ット)に 関する条約」 及び 「1979年の海上捜索救助に関する国際条約

くSAR条 約)」 等無線通信に関連する多 くの条約が採択されている。

また,船 舶の航行 と人命財産の安全を確保するため,船 舶に備える無線設
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備の備付要件及びその技術基準等についても多くの決議がIMOの 総会で採

択されている。

イ.組 織

IMOは,総 会,理 事会,海 上安全委員会及び海洋環境保護委員会等の各

種委員会,機 関が必要と認める補助機関及び事務局で構成されてお り,無 線

通信に関する事項は,主 として,海 上安全委員会及びその補助機関である無

線通信小委員会で審議されている。

ウ.活 動

1983年 度においては,無 線通信に関し,次 の会議が開催 された。

ω 第48回 海上安全委員会(1983.6.6～6.17,百 ンドン)

海上安全委員会は,航 行援助施設,船 舶の構造及び設備,海 上におけ

る安全に関する手続及び要件等,海 上の安全に直接影響のある事項につ

いて審議することを主たる任務 としている。

今次会合は,前 回までの会合で作成された 「1974SOLAS条 約」の第

二次改正案を審議 し,採択 した。無線通信関係については,新 たに,遭 難

の際に捜索救助作業を容易にするための電波の発射を行 う非常用位置指

示無線標識(EPIRB)と 遭難の際に船舶と救命艇との問等で近距離通信を

行 うための無線電話装置の備付要件及びその技術基準が盛 り込まれた。

なお,こ の改正は,1986年1月1日 前に一定数の締約政府からの反対

通告がない限 り,同 日に受諾された ものとみなされ,1986年7月1日 に

発効することとなっている。

(イ)第26回 及び第27回 無線通信小委員会(1983.9.12～9.16及 び1984,3.12

～3.16,ロ ンドン)

無線通信小委員会は,海 上安全委員会の任務のうち,海 上における無

線通信に関する諸問題について,専 門的な立場から検討を行い,そ の結

果を同委員会に報告 し,意 見を表明することを任務としている。

今次 会合においては,1990年 に 導入することを 目標に同小委員会で

精力的に検討を行 っている 「将 来 の全世 界 的な海 上遭 難安全制度」
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(FGMDSS3FutureGlobalMaritimeDistressandSafetySystem)

の審議に重点がおかれ,FGMDSSに おける船舶の無線設備の性能基準,

FGMDSSの 運用上の手続等について検討した。

なお,同 小委員会は,ITUの 移動業務に関する世界無線通信主管庁会

議(WARC-Mobile1987年,ジ ュネーヴ)の 準備のため,1984年 及び

1985年 の2年 間は年に2回 開催するとともに,会 期前後にそれぞれ1週

間の特別作業部会を開催し,集 中的に審議することとなった。

(4)国 際民間航空機関(ICAO)

ア.概 要

ICAOは,国 際民間航空の安全かつ秩序ある発達及び国際航空運送業務の

健全で経済的な運営を図ることを 目的として設立された国際連合の専門機関

である。

航空の分野においても,通 信あるいは航行援助に多くの電波が使用されて

いることから,ICAOの 主要な任務には,航 空通信の要件,無 線設備の技術

基準,航 空通信に分配された周波数の使用等について国際的な統一基準を設

定することが含まれている。これらの具体的な内容は,国 際民間航空条約の

附属書に規定されている。また,対 外的には,国 際民間航空に影響のある問

題について,ITU等 他の国際機関の行 う研究活動に参加することも大 きな

任務の一つとなっている。

今 目,こ の分野における電気通信の課題としては,電 子技術を十分に活用

しての通信の自動化の促進,無 線航行援助施設の性能の向上及び新技術の研

究開発,宇 宙通信技術の導入等があげられる。

イ.組 織

ICAOの 組織は,総 会,理 事会,事 務局等のほか,そ れぞれの分野におけ

る専門的な活動を行 う各種委員会や地域航空会議等の補助機関により構成さ

れてお り,無 線通信に関する事項は,主 として,航 空委員会及びその下部機

関である通信部会等で審議され,そ の結果を理事会に勧告,助 言することに

なっている。
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ウ.活 動

1983年3月30目 のICAO理 事会において,第10附 属書(航 空通信関係)

のうち,航 空移動業務で使用する無線電話の用語及び運用手続の一部が改正

され,同 年7月29日 に効力を生 じ,1984年6月7日 か ら適用されることにな

った。また,1983年12月 にカナダのモソ トリオールにおいて航空衛星システ

ムに関する会議が開催され,今 後,航 空交通業務に衛星を導入した場合にお

ける運用面及び技術面の諸聞題を検討するとともに,各 種衛星 システムにっ

いて分析を行 った。

(5)国 際連合宇宙空間平和利用委員会

国際連合宇宙空間平和利用委員会は,国 際連合総会の下に宇宙空間の平和

利用に関する問題を検討することを目的として設置された委員会であ り,そ

の下部機関として科学技術小委員会及び法律小委員会とがある。この委員会

の主たる審議事項は,衛 星に よる地球の遠隔探査(リ モー トセンシング),

宇宙空間における原子力電源の使用,宇 宙の定義及び静止衛星軌道並びに第

2回 国連宇宙会議の勧告の実施等である。

1983年6月20目 から7月1日 まで,一 ユーヨークの国連本部において宇宙

空間平和利用委員会第26会 期会合が開催された。この会合においては,科 学

技術小委員会(1983年2月7日 ～17日)及 び法律小委員会(1983年3月21日

～4月8日)の 報告書が審議され,承 認された。審議の進展のあったものと

しては,原 子力電源の使用及び第2回 国連宇宙会議の勧告の実施があげられ

る。

原子力電源の使用については,こ の問題の審議に否定的なソ連を中心とす

る東側諸国と西側諸国との間で妥協が成立し,そ の結果,1981年 以来中断し

ていたワーキンググループを次回の科学技術小委員会に再度設置することが

決定され,さ らに,法 律小委員会が作成 した,原 子力電源を搭載 した宇宙物

体に不具合が生じた場合の通報のためのフォーマ ット及び手続に関する合意

テキス トが承認された。

第2回 国連宇宙会議の勧告の実施については,リ モー トセンシングの必要
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性,教 育目的のための直接放送衛星の利用及び静止衛星軌道の効率的利用を

優先的に研究することとした。また,そ の研究については,専 門家会合を開

催し,こ こで加盟国,専 門機関及びその他の国際機関が提出したワーキング

ペーパーに基づき国連事務局が作成 した文書についての審議を行い,報 告書

案を作成し,最 終的には,宇 宙空間平和利用委員会に報告書を提出するとい

う方法をとることとなった。

衛星による直接テレビジ ョン放送を律する原則案については,1982年 の第

37回国連総会において採択された ことから,本 会合の議題として取 り上げら

れなかったにもかかわらず,東 側諸国及び開発途上諸国は,こ の原則に法的

拘束力を持たせるため条約として起草すべきであるとする発言を行った。こ

れに対 しては,西 側諸国が反対の態度を とったため,こ の会合においては新

たな段階には至らなかった。

また,科 学技術小委員会第21会 期会合が1984年2月13日 から24日 までニ

ューヨークにおいて,法 律小委員会第23会期会合が1984年3月19日 から4月

6日 までジュネーヴにおいて開催されたが,全 般的には,双 方 とも国連総会

及び宇宙空間平和利用委員会の現状に対する見解及び不満の表明を行 う傾向

の強いものであった。 ・

(6)経 済協力開発機構(OECD)

OECDは,1961年 に欧州経済協力機構(OEEC)を 発展的に改組 して発

足 した国際機関であ り,我 が国(1964年 加盟)を 含む先進24か 国が加盟 し

ている。OECDは,経 済成長,開 発援助,貿 易拡大の三大 目的を有 してお

り,こ れを達成するため,加 盟国相互の情報及び経験の交換,政 策の調整,

共同研究等を行っている。

OECDの 組織は,上 部機構として 全加盟国によって構成され,OECDの

意見の正式決定機関である理事会,理 事会の補佐機関である執行委員会等が

あり,下 部機構として経済政策委員会,開 発援助委員会及び貿易委員会等約

30の各種委員会及び事務局がある。

OECDの 活動は,経 済,科 学,社 会,教 育等広範な分野に及んでいる。
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電 気 通 信 政 策 に 関 す る諸 問題 は,従 来,科 学技 術 政 策 委 員 会(CSTP)の

下 に 設 置 され て い た情 報 ・電 子 計 算 機 ・通 信 政 策 作 業 部 会(ICCP作 業 部

会)を 中 心 に 検 討 され て い た が,近 年 この 分 野 の 重 要 性 が 増 大 して きて い る

こ とか ら,ICCP作 業 部 会 は,1982年4月1日,情 報 ・電 子 計 算 機 ・通 信 政

策 委 員 会(ICCP委 員 会)に 昇格 した。

ICCP委 員 会 は,1983年 度 に おけ る最 重 点 課 題 と して 「越 境 デ ー タ流 通 シ

ンポ ジ ウ ム(第2回 特 別 会 合)」 を開 催 し,世 界経 済 に 占め る情 報 流 通 の重

要 性 及 び 今 後 の在 り方 等 に つ い て討 議 した。

1983年 度 に お け るICCP委 員 会 関 係 の主 な ものは,次 の とお りで あ った 。

①ICC統 計 ア ドホ ッ ク会 合(1983.6.6～6.7)

② ソ フ トウ ェア専 門家 ア ドホ ック会 合(1983.6.13～6.14)

③ 越 境 デ ー タ流 通 作業 部会 第1回 会 合(1983.6。28～6.30)

④ 第3回ICCP委 員 会 会 合(1983.10.4～10.6)

⑤ 越 境 デ ー タ流 通 シン ポ ジ ウム(第2回 特 別 会 合)(1983.11.30～12.2)

⑥ コ ン ピ ュー タ関 連 犯 罪 ア ドホ ック会 合(1984.2.15～2.16)

⑦ ソ フ トウ ェア専 門 家 ア ドホ ック会 合(1984.3.6～3.7)

⑧ 第4回ICCP委 員 会 会 合(1984.3.14～3.16)

第2節 国 際 協 力

1通 信 ・放送分野における国際協力

ここでいう国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力からなる

経済協力をいう。

国際協力は,基 本的には先進国が世界各国との共存共栄の原則に基づいて

世界共同体の一員 としての責務を果たす ことであ り,そ の理念は,究 極的に

は貧困を追放するため各国が協力し合い,世 界の平和と繁栄を確保すること

である。
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今日の世界経済は,先 進国と開発途上国との相互関係をますます深めてき

てお り,世 界の人口の4分 の3以 上を占める開発途上国の経済の発展は,世

界経済の成長と繁栄に好ましい影響を与えつつある。特に,我 が国経済は極

めて対外依存度が高 く,世 界経済全体の調和的発展が望ましいのは当然であ

り,先 進国と開発途上国の経済格差いわゆる南北間題の解消は我が国にとっ

て重要な課題 となっている。

このため,我 が国は国際協力の推進を国の重要な基本政策の一つに掲げ,

厳しい財政再建期間中ではあるが,56年1月,「 今後5年 間に おける政府

開発援助に関する予算の総額をこれまでの5年 聞の倍以上 とすることを 目指

す」などの措置を内容とする中期 目標を設定 し,積 極的な国際協力の実施に

努めてお り,国 際的にもその姿勢が高く評価 されている。

通信 ・放送インフラス トラクチャーは,経 済 ・社会発展の基盤となる施設

として不可欠のものであ り,そ の整備状況が企業活動をは じめとする経済 ・

社会活動の効率化,高 度化,国 民生活の向上,教 育 ・科学 ・文化の発達に与

える影響は計 り知れないものがある。

近年,開 発途上国では,通 信 ・放送の重要性に対する認識 が高 ま り,通

信 ・放送網を整備 ・拡充するためのプロジェクトが各国で積極的に推進 され

ているが,高 度の技術と多額の資金を要求されるため,開 発途上国が自力で

開発を行 うことは難しい状況にあ り,我 が国をはじめ とする先進国からの技

術協力及び資金協力が強 く望まれている。

このような背景の中で,優 れた技術力と経済力を右する我が国に対す る開

発途上国の期待は大きい。郵政省としては,以 上の点を考慮し,通 信 ・放送

分野における国際協力を今後更に積極的に推進 してい くこととしている。

2通 信 ・放送分野における国際協力の実績

(1)概 況

国際協力を大別すると,研修員の受入れ,専 門家の派遣等を行 う技術協力と

開発プ冒ジェク トに対 して資金を供与する資金協力との二つに分けられる。
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技術協力は,開 発途上国に対し技術を普及させ,ま たはその国の技術水準

を向上させることを 目的とする援助のことであ り,資 金協力と異なり,人 を

媒体として実施されることから,開 発途上国の国づ くりのための人づ くりに

貢献するほか,国 民相互の理解を深めるのに役立つとい う特徴を有する。

この技術協力の形態としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査

の実施,海 外技術協力センタの設置,運 営に対する協力等があ り,こ れ ら政

府ベースの技術協力は,主 として 国際協力事業団(JICA)を 通じて実施さ

れている。

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者等を我が国に受け

入れて,我 が国の進んだ技術を習得させるもので,58年 度においては446名

の研修員を受け入れている。

次に,専 門家の派遣は,開 発途上国へ通信 一放送の専門家を派遣 して,現

地で職員の訓練,通 信 ・放送施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画

の企画,助 言等を行 うもので,58年 度においては,186名 の専門家を派遣し

ている。

開発調査は,開発途上国の通信・放送関係の開発計画について調査団を編成

し,現地作業及び国内作業を行って,そ の計画の実現に協力するもので,58年

度において実施 した開発調査は,13件122名 の専門家がこれに参加している。

海外技術協力センタは,開 発途上国における通信 ・放送関係の技術者,人

材の養成,技 術の研究開発等を行 うために現地に設置されるもので,我 が国

は,こ のセンタに対 し,専 門家の派遣,機 材の供与,相 手国のカウンターパ

rト に対する研修実施等を通じて協力を行っている。58年 度は,7か 国8セ

ンタに対 し93名の専門家を派遣するとともに,59名 のカウンターパー トを受

け入れている。

次に,資 金協力であるが,そ の主要な形態には有償資金協力(円 借款)と

無償資金協力がある。58年 度においては,3か 国6件 の電気通信プロジェク

トに対 し,約252億 円の円借款が,1か 国1件 の放送プロジェク トに対し,

約13億 円の無償資金協力が約束された。
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(2)技 術 協 力

ア.研 修員の受入れ

研修員の受入れ方式には,大 別 して集団研修と個別研修とがある。集団研

修は,開 発途上国の多 くに共通 してニーズの高い分野を選定し,あ らかじめ

研修 コースを設定 し,集 団的に研修を実施するもので,58年 度においては郵

政省関係 コースで335名 を受け入れている。個別研修は,開 発途上国から個

々に要請される専門分野について研修を行 うもので,郵 政省関係では,58年

度においては111名 を受け入れている。個別研修には,単 発要請,特 定地域

あるいは特定国を対象 とする特設コースへの参加,カ ウンターパー トの受入

れ,UPU,ITU等 の国際機関からの要請による受入れが含まれる。 研修対

象者は,開 発途上国の政府機関,公 共機関及び民間の通信 ・放送関係で活躍

する技術者,行 政官,研 究者等で,当 該国政府から推薦 されたものである。

(ア)郵 便,貯 金関係

郵便分野における研修員の受入れは,郵 政幹部セ ミナの開催 と個別研

修員の受入れにより38年度から実施 しており,58年 度までに合計256名

を受け入れている。58年 度は,ア ジア,中 近東及びアフリカ地域を対象

とする郵政幹部セ ミナを開催し,地 域内に共通する国際郵便業務の問題

とその解決策をテーマとして討議を行ったが,こ のセミナには,16か 国

から16名が参加した。

APPU職 員交換計画では,58年 度には13名 を受け入れ,58年 度まで

に合計162名 となった。

④ 電気 通 信 関 係

電気通信分野における研修員の受入れは,我 が国が29年 にコロンボプ

ランに加盟するとともに開始され,58年 度までに受け入れた研修員の総

数は,ア ジア ・大洋州地域で1,504名,中 近東 ・アフリカ地域で936名,

中南米地域で981名,UNDP/ITU計 画で224名,APT計 画で20名,

その他262名,計3,927名 に達 している。

58年度において我が国は,ア ジア ・大洋州地域で107名,中 近東 ・ア
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フ リカ地 域 で86名,中 南 米 地域 で69名,ITU,APT等 国 際機 関 計 画 で

19名,そ の 他23名,計304名(集 団229名,個 別75名)の 研 修員 を 受 け 入

れ て い る。

電 気通 信 関 係 の研 修 は,当 初,開 発 途 上 国 の個 々の要 請 に 基 づ き,個

別 研 修 と して実 施 され てい た が,37年 度 に集 団研 修 コー ス を 創 設 して 以

来,コ ー ス の拡 大 ・強 化 を 進 め,58年 度 に お い て は,第2-8-9表 の

とお り,15コ ー ス を実 施 した 。

また,58年 度 に個 別 研 修 員 と して 受 け 入 れ た75名 の 内訳 は,交 換 機5

か 国9名,通 話 品質 改 善5か 国5名,搬 送 技 術3か 国5名,衛 星 通 信 技術

4か 国7名,ケ ー ブ ル 関係3か 国7名,電 気 通 信 事 情 視 察5か 国7名,

そ の他6か 国12名 と,中 国か ら科 学 技 術 の現 状 調 査 団23名 の受 入 れ で あ

る。

㈲ 電 波 ・放 送 関係

電 波 ・放 送 分 野 にお け る我 が 国 の 研 修 員 の受 入 れ は,58年 度 まで に ア

ジ ア ・大 洋 州 地 域 で794名,中 近 東 ・ア フ リカ地 域 で388名,中 南 米地 域

で239名,ITU等 の国 連 計 画 で29名,そ の他25名,計1,475名 に達 して

お り,58年 度 に お い て,ア ジ ア ・大 洋 州 地 域 で63名,中 近 東 ・ア フ リカ

地 域 で26名,中 南 米 地 域 で24名,計113名(集 団90名,個 別23名)の 研

修 員 を 受 け 入 れ た 。

我 が 国 は,36年 度 か ら開 発 途 上 国 の 個 々の 要 請 に基 づ き,研 修 可 能 な

分 野 に つ い て 個 別 研 修 員 と して 受 け 入 れ て い た が,38年 度 に テ レ ビジ ョ

ン放 送 管 理,教 育 テ レ ビジ ョン番 組 及 び テ レ ビジ ョン放 送 技 術 の3集 団

研 修 コ ー スを 創 設 して 以 来,コ ース の 拡 大 ・強 化 を進 め,58年 度 に お い

て は,第2-8-10表 の とお り,7コ ー スの 集 団 研 修 を 実 施 した 。

また,58年 度 に お い て 個 別 研 修 員 と して 受 け 入 れ た23名 の 内訳 は,テ

レ ビ番 組4か 国9名,テ レ ピス タ ジオ 技 術3か 国5名,ラ ジ オ ・テ レ ビ

総 合 開 発 計 画1か 国3名,放 送 事 情 視 察2か 国2名,そ の他3か 国4名

とな って い る。
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コ ー ス 名

電 話 交 換 技 術(1)

国 際 電 信 電 話 業 務

衛 星 通 信 技 術(普 通)

搬 送 電 話 技 術

電 話 線 路 技 術

マイ ク ロ ウ ェ ーブ通 信 技 術

電 話 交 換 技 術(H)

実施
回数

17

22

16

19

19

20

6

受入れ期間

58.4.1

～7 .10

58,4.29

～7 .11

58.4.29

～7 .31

58.4.28

～8 .7

58.6.2

～9.11

58.6.30

～10 .9

58.7.28

～11 .6

参加
員数

18

名

12

12

18

19

18

15

参加
国数

17

国

12

12

17

16

17

12

研修実施機関

電 電 公 社

国 際 電 電

〃

電 電 公 社

"

〃

〃

研 修 概 要

電子交換機の基礎知識,シ ス テ ム 計
画,施 設設計及び保守に至る知識を習得
させ るこ とを 目的 とす る。

国際電報,電 話,テ レックス等 国際電
気通信業務全般 の運用,管 理 に関す る知
識を 習得 させ ることを 目的 とす る。

イソテルサ ッ ト衛星通信方式 の基礎及
び全般 について,理 論 と設 備の知識を習

得 させ,さ らに衛星通 信地球局設備 の運
用及 び保守 の実務を習得させ る ことを 目Q。
的 とす る。

搬送電話回線網の設計,建 設,保 守等
に関す る最新の技術 と知 識を習得 させ る
ことを 目的 とす る。

電話線路施設の計画,設 計,建 設,保
守 に関す る一連の知識 と技術を習得 させ
ることを 目的 とす る。

マイ クロウェーブ通信に係る一連 の技

術 と知識 を習得 させ ることを 目的 と す
る。

圖

圓

電子交換機の基礎知識,シ ス テ ム 計
画,施 設設計及び保守 に至 る知識を習得
させ ることを 目的 とす る。

1

雪
の

1



コ ー ス 名

無 線 通 信 技 術

衛 星 通 信 技 術(上 級)

国 際 テ レック ス通信技術

電 話 網 計 画 設 計

デ ー タ 通 信 技 術

実施
回数

10

12

22

ll

1

受入れ期間

58.8.25

～12 .4

58.8.25

～11 ,7

58,8.25

～11 .14

58.10,13

～59 .1.29

58.10.27

～59 .2.5

参加
員数

18

13

14

21

14

参加
国数

15

13

14

20

13

研修実施機関

電 電 公 社

国 際 電 電

〃

電 電 公 社

〃

研 修 概 要

マイ クロウェーブ通 信を中心 に,ル ー
ラル無線通 信及び移動通 信にわ たる一連
の技術 と知識を習得させ るこ とを 目的 と

す る。

1

雪
ゆ

「

トり

イ ンテルサ ッ ト衛星通 信技術 の経験者 傘
に対 し,そ の技術及び知識を 補 足 更 新
し,さ らに新技術に関す る知識 を与 える

乏ξ欝あ購難雛霧筥饗譜菖 誹
とす る。

国際 テ レックス通信技術における交換方
式一般,電 子交換 システムについての

理論 と設備 の運用及び保守についての知

識を習得 させ ることを 目的 とす る。

電話網 の計画,設 計に必要な知識 と技術
を習得 させ ることを 目的 とす る。

データ通信業務に携わ る者に対 し,最

適な データ通信網 の構築及び システ ムの
円滑 な保守 ・運用 を図るため のデータ通
信 システム全般 に関す る技術 と知識を習
得 させ ることを 目的 とす る。



コ ー ス 名

国 際 デ ー タ 通 信 技 術

国 際 電 話 交 換 技 術

電 気 通 信 幹 部 セ ミ ナ

実施
回数

3

7

19

受入れ期間

59.1.5

～3.19

59.1.5

～3 .25

59.3.3

～3 .18

参加
員数

11

12

14

参加
国数

11

11

13

研修実施機関

国 際 電 電

〃

郵 政 省

研 修 概 要

国際 デー タ通信 に関す る基礎及び全般
についての理論 と設備 の知識を与え,さ
らに設 備の運用,保 守技術を習得 させる
ことを 目的 とす る。

国際 電話交換技術に おけ る交換方式一般
,電 子 交換 システム等の理論 と設備の

知識を与 え,さ らに設備の運用,保 守に
ついての知識 と技術を習得 させる ことを

目的 とす る。

電気通信主管庁又は公衆電気通信企業
体の幹部を対象として,電 気通信事業運
営上め諸問題について討論し,参 加国の
電気通信事業の発展に寄与することを目
的とする。

co

圖

画

1

巽
ゆ

1



第2-8-10表58年 度実施 の電 波 ・放 送関係集団研修 コース

コ ー ス 名

テ レビジ ョン放送管

理

ラ ジ オ 放 送 技 術

テ レビジ ョン放送技

術(1)

教育 テ レビジ ョン番組

電 波 監 視

放 送 幹 部 セ ミ ナ

テ レビジ ョン放 送技

術(H)

実施
回数

17

11

21

21

!0

13

10

実施期間

58.5.5

～6 .17

58.7.14

～9 .12

58.7.14

～10 .3

58.7.28

～10 .3

58.8.4

～9 .29

58.11.5

～11 .19

59.1。19

～3 .12

参加
員数

11

10

15

15

11

13

15

参加
国数

11

9

14

14

10

9

12

研修実施機関

郵 政 省

NHK

〃

〃

郵 政 省

〃

NHK

研 修 概 要

放 送法制,世 論 調査,番 組制作,テ レビジ ョン放送技
術の概 要等 テ レビジ ョン放送 の管理,運 営に携わ る中堅
幹部職員 として必 要な知識 を習得 させ ることを 目的 とす
る。

ラジオ送 信 システ ム,FM・ 中波 及び短波放送を含む

音声放 送技 術全般 についての最新 の技 術 と知識 を習得 さ
せる ことを 目的 とす る。

カ ラーテ レビジ ョン放送技術 の基礎 知識及びテ レビジ

ョン放 送機器 の運用,保 守等に関する最新の技 術を習得
させる ことを 目的 とす る。

教 育 テレビジョン番組 に関す る映像 効果,ア ニメーシ
ョン技 術,番 組編成,番 組制作の企 画,演 出等の知識 と
技術を習得させる ことを 目的 とす る。

無線周波数の監視に関す る基礎知識を習得 させる とと
もに,我 が国の監視機器の運用 と保守に関する最新 の知
識 と技術を習得 させ ることを 目的 とす る。

放送行政及び放送事業に携わ る幹部職員を対 象 とし,
我が国 の放送 の現状紹介 と併せて放送事業運営上 の諸問
題について討論 し,も って参加国 の放送事業の発展 に寄
与す ることを 目的 とす る。

カラーテ レビジ ョン放送技術 の基礎知識及び テ レビジ

ョン放送機器 の運用,保 守等 に関す る最新 の技術を習得
させ ることを 目的 とす る。

1

雪
　

!

鱒
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←)第 三 国研 修 の実 施

第 三 国研 修 は,我 が 国 カミ特 定 の 開発 途 上 国 で協 力 して い るプ ロジ ェク

トや 技 術 訓 練 セ ン タに,生 活環 境 の類 似 した 近 隣 諸 国 か ら研 修 員 を 受 け

入 れ て,技 術 移 転 を 効 率 的 に 実 施す る現 地 研 修 方 式 で あ る。

58年 度 は,メ キ シコ,タ イ,フ ィジ ー,ペ ル ・一及 び ア ジ ア太 平 洋 放 送 開 発

研 究 所(AIBD:AsiaPacifichstituteforBroadcastingDevelopment,

在 マ レイ シ ア)に お い て 電 気通 信 及 び放 送 分 野 の 研 修 を 実 施 した 。

① メ キ シ コに お け る第 三 国 研修(伝 送 無 線 技 術 コー ス)〔 第8回 〕

(58.9.26～12.2)

メキ シ コ通 信 運 輸 省 附 属 電 気 通信 学 園 に おい て,伝 送 無 線 技 術,ル ー ラ

ル 電 話 方 式,マ イ ク ロ波 回線 設 計,マ イ ク ロ波 伝搬 理 論 等 の知 識 及 び 技 術

を 習 得 させ る こ とを 目的 と して実 施 し,9か 国22名 が 参加 した 。

② タ イに お け る 第三 国研 修(電 気 通 信 技 術 コ ース)〔 第7回 〕

(59.1.11～3.14)

タイ 政府 と合 同 で,モ ン ク ッ ト王 工 科 大 学 に お い て,デ ィジ タ ル フ ァク

シ ミ リ,電 子 テ レタ イ プ及 び デ ィジ タ ル交 換方 式 の知 識 及 び 技 術 を 習 得 さ

せ る こ とを 目的 と して実 施 し,8か 国16名 カミ参 加 した。

③ フ ィ ジ ーに お け る 第三 国研 修(電 気 通 信 の 地 域 研修 コ ース)〔 第1回 〕

(58,10.31～12.9)

フ ィ ジ ー通信 公 共事 業 省附 属 電 気 通 信 訓 練 セ ン タに お い て,電 話 交 換,

電 話 線 路,無 線 通 信,衛 星 通 信 及 び 保 全 シ ステ ムの知 識 及び 技 術 を 習 得 さ

せ る こ とを 目的 と して実 施 し,11か 国21名 が 参 加 した。

④ ペ ル ーに お け る第 三 国研 修(デ ィジ タル 通 信技 術 コ ース)〔 第1回 〕

(58.11.28～12.16)

ペ ル ー運 輸 通 信 省 附属 電気 通 信 訓 練 セ ン タに お い て,デ ィ ジ タル通 信 網,

デ ィジ タ ル交 換,デ ィ ジ タル伝 送 等 の知 識 及 び技 術 を習 得 させ る こ とを月

的 と して実 施 し,11か 国23名 が参 加 した 。

⑤AIBDに お け る第 三 国 研修(ENG(ElectronicNewsGathering)技 術
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の地 域 研 修 コー ス)〔 第1回 〕(59。2.7～3.17)

AIBDに お い て,ENG/EFP(ElectronicFieldProduction)機 器 の 保

守 と運 用 の 知 識 及 び 技 術 を 習 得 させ る こ とを 目的 と して実 施 し,9か 国15

名 が 参 加 した 。

(オ)帰 国 研 修 員 巡 回 指導

帰 国 研 修 員 に対 す る フ ォ ロー ア ップ事 業 の一 環 と して,そ の 所 属 機 関

等 を 訪 問 して,当 該 研 修 コー ス の効 果 測 定,問 題 点 及 び ニ ー ズの 把 握,

新 技 術 の 紹 介等 を行 うこ とを 目的 と して,58年 度 に お い て は,2チ ー ム

を 派遣 した(第2-8-11表 参 照)。

第2-8-11表58年 度の帰国研修員巡回指導

対 象研修 コース名 派遣人員 派 遣 国 隊 糊 間

教 育 テ レ ビ 番 組 3 イ ン ドネ シ ア,バ ン グ ラデ シ ュ 58.IO.11

～10 .26一
イ.専 門家の派遣

専門家の派遣は,開 発途上国の郵便 ・通信 ・放送関係の主管庁,事 業運営

体,研 究機関,教 育訓練機関等へ専門家を派遣 し,郵 便 ・通信 ・放送開発計

画の企画 ・助言,施 設の建設,保 守,運 用面の指導,職 員の訓練,第 三国研

修における講義等を行 うことにより開発途上国の人材育成に貢献することを

目的 としている。

⑦ 郵 便 関 係

郵便専門家の派遣は,JICAベ ースによるものとしては,50年 度から

開始され,58年 度末までに アジア ・大洋州地域へ54名,中 近東 ・アフ

リカ地域へ8名,中 南米地域へ8名,国 際機関へ1名,計71名 の専門家

を派遣 し,ま た,APPU職 員交換ベースにより163名,UNDP/UPU

ベース により25名 ,UPU基 金ベース により1名,海 外経済協力基金

(OECF)ベ ースにより2名 派遣してお り,合 計262名 の専門家を派遣
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した 。

58年 度 の 郵 便 専 門 家 派遣 実績 につ い て は,前 年 度 か ら継 続 の もの を含

め て,第2-8-12表 の とお りで あ る。

(イ)電 気 通 信 関 係

電 気 通 信 専 門 家 の 派 遣 は,35年 度 か ら開始 され,58年 度 末 ま で に

JICAベ ース に よる もの と して,ア ジ ア ・大 洋 州地 域 へ388名,中 近 東 ・

ア フ リカ地 域 へ268名,中 南 米 地 域 へ357名,国 際 機 関 等 へ36名 派 遣 し,

また,UNDP/ITUベ ー スに よ り262名,ESCAPベ ース に よ り2名,

APTベ ース に よ り6名 派遣 して お り,計1,319名 の専 門家 を 派 遣 した 。

これ ら の電 気 通 信 専 門 家 は,主 と して,電 話 交 換,マ イ ク ロ ウ ェー

ブ,通 信 網 計 画,電 話 線 路,電 話伝 送,衛 星 通 信 等 の分 野 に お い て,開

発 途 上 国 の技 術 者 の 育 成 及 び 電 気 通信 開発 プ ロジ ェ ク トの 円滑 な推 進 の

た め に協 力 を 行 って い るが,近 年 の傾 向 と して電 気 通 信 網 計 画 の指 導 助

言 を行 う政 策 顧 問 的 な 業 務 も増 加 して い る と と もに,電 気 通信 分野 の第

三 国研 修 の講 師 と して も協 力 を 行 って い る。

58年 度 の電 気 通 信 専 門 家 派遣 実 績 につ い て は,前 年 度 か ら継 続 の もの

を 含 め て,第2-8-13表 の とお りで あ る。
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第2-8-12表

1JICAベ ー ス

58年度の郵便専門家派遣実績

区 別 ;人 則 任 務

タ イ

中 国

APPTC

計6名

1

4

1

郵便業務訓練

郵便機械化

上級郵便訓練

20ECFベ ー ス

区 別 1人 員1
任 務

フ ィ リ ピ ン

計1名

1 郵 便

3UNDP/UPUベ ー ス

区 別 1人 則 任 務

UPU国 際事務局

計1名

1(注) 郵便業務一般

(注)ア ソ シエ ー ト 。エ キ ス パ ー ト

4APPU職 員 交 換 ベ ー ス

区 別 1人 員 任 務

中 国

イ ン ド ネ シ ア

韓 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

計13名

5

1

1

1

郵便業務全般

郵便切手及び郵趣サービス

郵便局内の業務の組織

法案の成立過程及び郵政庁国会担当職員
の職務

郵政監察の組織と役割

郵便組織及び作業

人事管理

郵便局内の業務の組織

郵便為替業務
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第2-8-13表58年 度の電気通信専門家派遣 実績

1JICAベ ース

区 別

ア ジ ア ・大 洋 州地 域

シ ン ガ ポ ー ル

フ ィ リ ピ ン

イ ン ド ネ シ ア

フ ィ ジ ー

タ イ

マ レ イ シ ア

中近 東 ・ア フ リカ地 域

ク ウ ェ イ ト

ジ ョ ル ダ ン

サ ウデ ィ ・ア ラ ビ ア

ケ ア

人 員

計24名

1

1

1

1

1

、1

1

1

1

1

1

2

4

1

1

1

2

1

1

計30名

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

任 務

デ ータ通信

電話交換

電気通信 システムエンジニア リン グ

電気通信保 守

PCM,線 路

交 換

電話線路

伝送 ・プロジ ェク トマネージャー

トラピック

電 力

マイ クロウェーブ通信技 術

第三 国研修実施協議

第三 国研修(交 換,線 路,伝 送,衛 星)

トラヒック管理

デ ィジタル伝送

電子交換方式

第三国研修(デ ィジタル交換方式,デ ィ
ジ タル ファクシ ミリ)

SPC交 換機保守運用計画

〃 ソフ トウェア計画

ディジタル電話網

トラピ ック管理

局外施設管理運用

保全管理,施 設記録

電話線路保全

ネ ッ トワークスーパ ーバイザー

病 院システムエ ンジニア

電 信

コン ピュータ管理評価

保 全

計 画

電話線路
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区 別 i人 則 任 務

リ

ス

ザ

ス

ベ

ン

ワ ジ

リ ア

ダ ン

ビ ア

ラ ン ド

ル ワ ン ダ

イ エ メ ン

中 南 米 地 域

グ ァ テ マ ラ

メ キ シ コ

ノミ

ぺ

ナ

ノレ

マ

ボ リ ヴ ィ ア

1

4

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

計51名

l

I

1

1

1

1

1

2

1

3

1

1

1

3

1

2

2

1

1

2

3

1

1

電話交換

第 三国研修(マ イ クロウェーブ)

第三国研修評価
マイ クロ波伝送技術

電話交換保守運用

電話交換

無 線

電話交換

市 内電話網計画

線 路計画

衛星通 信地上 局保守運用

ルー ラル電話網

電話交換

電話線 路

電話伝送

デ ータ通信

衛星通 信

海上 無線

過 疎地用電話

第 三国研 修(ル ーラル電話,マ イ ク ロウ
エー ブ)

国内衛星通 信

専門家評価

訓練 セ ンタ総 合ア ドパイザ ー

マイ クロ網保全管理

デfジ タル交換

専門家評価

電話交換

電話線路

第三国研修実施協議

チ ーフ ・コーア イ不 一ター

電話伝送

第三国研修(デ ィジタル交換 ・伝送)

専門家評価

過疎地用通信網計画

電話交換
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区 別 t人 則 任 務

パ ラ グ ァ イ

エ ク ア ド ル

ホ ン デ 凸 ラ ス

ド ミ ニ カ

ブ ラ ジ ル

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

チ リ

国 際 機 関

SPEC

APT

l

l

1

1

1

1

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

計8名

1

7

マイ クロウェーブ

衛星通信

電子交換

電話伝送

電話網計画

国際電話交換

専 門家評価

電話交換

デ ィジタル伝送

電話伝送

電話交換

無線技術 ア ドバイザ ー

電話交換

コン ピュータ技術

デ ィジタル通信計画

トラ ピック管理

電子交換

電気通信

2UNDP/ITUベ ー ス

区 別 1人 則 任 務

サ ウデ ィ ・ア ラ ビ ア

ア ラ ブ首 長 国 連 邦

エ テ ィ オ ピ ア

ピ ル マ

ブ ラ ジ ル

計6名

1

1

1

1

1

1

伝送 システム

電話交換(ソ フ トウェア)

電話交換

電子交換技術

線路技術

レーザ(研 究開発)

3APTベ ー ス一
APT(タ イ)

計1名

1 APT事 務局次長
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㈲ 電波 ・放送関係

電波 ・放送関係の専門家派遣は,電 気通信関係 と同じく35年度か ら開

始され,既 に20年余を経ているが,そ の間,開 発途上国の経済,社 会,

文化の発展に大 きく貢献 してきた。

58年度末現在における専門家派遣実績は,JICAベ ースによりアジァ

・大洋州地域へ372名 ,中 近東 ・アフリカ地域へ75名,中 南米地域へ88

名,国 際機関等へ27名 派遣 し,ま た,UNDP/ITUベ ースにより7名,

ESCAPベ ースに より4名,計573名 の専門家を派遣した。

これ らの専門家は,主 として開発途上国の放送事業体及び放送主管庁

においてテレビジョン放送制作技術,テ レビジ ョン放送番組制作及び放

送局の建設計画 ・運用及び保守について指導 ・助言,技 術者の育成等を

行 うものであるが,最 近は,計 画分野における政策顧問的任務も増加し

つつある』さらに,放 送分野の第三国研修の講師としても協力を行って

いる。

58年 度の電波 ・放送専門家派遣実績については,前 年度からの継続分

を含めて,第2-8-14表 のとお りである。

第2-8-14表58年 度 の電波 ・放送 専門 家派遣 実績

JICAベ ー ス

区 別 1人 則 任 務

アジ ア ・大 洋州地 域

シ ソ ガ ポ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

フ ィ ジ ー

計19名

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

テ レビ番 組制作

録音技術

教 員養成番組制作

放 送監理

電波監視

電波監理

周波数監理

テ レビスタジオ技術

テ レビ送信技術

テ レビフィル ム処理

ラジオ放送技術
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区 別 1人 員1 任 務

ス リ ・ラ ン カ

中 国

中近東 ・アフ リカ地域

アラブ首 長 国 連 邦

ザ ン ビ ア

中 南 米 地 域
ペ ル

メ キ シ コ

パ ナ マ

パ ラ グ ァ イ

国 際 機 関 等
AIBD

1 T u

2

2

1

1

1

計5名

2

2

1

計lo名

1

2

1

工

1

1

1

1

1

計11名

1

2

3

1

1

1

1

1

番組企画制作
スタジオ技術

テレビ番組制作

撮像管概論
〃 電子技術

テ レビ放送技術

テ レビ番組制作

フイル ム技術

置局計画

電波監理

専門家評価
〃

〃

〃

カラーテレビ工 学

電波監理

教育テ レビ放送 番組制作

スタジオ技術

第三国研修実施協議

〃(ENGVTR,同 カメラ,同

照 明)

科学番組制作

放送 中継車設計

教育番組 プロデ ュース

〃 アクテ ィングデ ィレクター

国内周波数監理

ウ.開 発 調 査

(ア)電 気通信関係

電気通信分野の開発調査は,37年 度にボリヴィアに対して実施した も

のが最初であるが,そ の後次第に増加 し,58年 度の7件(第2-8-15

表参照)を 加え,同 年度末までに合計106件 となっている。
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第2-8-15表58年 度 の電気通信関係開発調査 実績

調 査 名 陣 鯛 人 員 概 要

中 国

天津 ・上 海 ・広 州電気

通 信網 改造計画 コンタ

ク ト・ミッシ ョン

中 国

天津・上海・広州電気

通信網改造計画事前調

査

中 国

天津 ・上海 ・広州電気

通信網改造計画実施調

査

中 国

北京郵電センタ建設計

画基本設計事前調査

イ ン ドネシア

ヌサテ ンガ ラ電気通信

網整備計画実施調査

イン ドネシア

地方電気通信網整 備基

本 計画 事前調 査

13日

10日

80日

10日

60日

15日

3名

6名

23名

2名

10名

5名

天津 ・上海 ・広 州の3都 市の電話

網整 備計画 に関 し,上 位計画の整合

性,計 画の熟 度,優 先度等 について

調査 を行 うとともに,関 連資料 の収

集 を行 うもの

上記 コンタク ト・ミッシ ョンを踏

まえ,3都 市合計15万 回線 のデ ィジ

タル交 換機 の導入等を内容 とす る電

話網 整備計画の本 格調査を行 うに先

立 ち,同 調査の範囲 ・内容 ・工程等

を定 め るもの

上 記事前調査 の結果 に基 づ き,本

計画の経済的,技 術的実施 可能性 の

調査を行 うフ ィージ ビ リテ ィ調 査

北京郵電訓練 セ ンタにおいてデ ィ

ジタル交換,デ ータ通信 及び光 ファ

イバ通信 の3分 野 に技術協 力を行 う

のに必要 な訓練機 材の基 本設計調査

に先立 って,関 連資料 の収 集,協 議

を行 うもの

57年 度に実施 した事前調査に基づ

き,ヌ サテ ンガ ラ地区の地上伝送路

網整 備計画の経済的,技 術的実施可

能 性を確認するための フ ィージ ビリ

テ ィ調査

イ ン ドネ シア全土の ルーラル地域

における電気通信サ ー ビスの整 備の

基本計画を作成す るのに先立 ち,先

方政 府 と本格調査の内容 ・範 囲を確

認す るとともに,関 連資料の収集を

行 うもの



第8章 国際機関及び国際協カ ー389一一
イ ン ドネ シ ア ・ス リ・ラ

ン カ

イ ン ドネ シ ア ・ス リ・

ラ ソ カ海 底 ケ ー ブル建

設 計 画 実 施調 査

97日 24名

57年度 に実施 した事前調査 を踏 ま

え,メ ダン(イ ン ドネ シア)～ コロ

ンボ(ス リ・ラソカ)間 海底 ケー ブ

ル建設 計画につ いて海洋調査を実施

し,最 適なケープル ・ルー ト,シ ス

テムを選定する とともに,同 計画 の

経済評価を行 うもの

(注)1.天 津 ・上海 ・広州電気通信網改造計画については,中 間報告書説 明のた

め10日 間 正2名を現地に派遣 した。

2.ヌ サ テンガ ラ電気通信網 整 備計画 及び イ ン ドネ シア ース リ・ランカ海底

ケーブル建設計画については,調 査完 了後,最 終報告書案説 明のため,そ

れぞれ10日 間5名 を現地に派遣 した。

3.57年 度に実施 した ス リ・ランカ ・大 コロンボ電気通信網i整備計画及びネ

パール ・地方電気通信網整備計画については,最 終報告書説明のた め,そ

れぞれ8日 間8名,12日 間5名 を現地 に派遣 した。

しかしながら,開 発途上国においても,幹 線網等の電気通信施設の整

備は進んできてお り,最 近は案件も頭打ちの傾向にある。今後は,各 国

ともアナログ網からディジタル網に転換していくことか ら,デ ィジタル

網の導入を内容とする開発調査が増加 して くるものと思われる。また,

幹線網の整備を うけて,ル ーラル地域の電気通信整備の開発調査も増加

して くる で あろ う。

④ 電波 一放送関係

電波 ・放送分野の開発調査は,41年 度に実施 したタイのテレビジ ョン

放送網建設計画が最初であ り,58年 度の6件(第2-8-16表 参照)を

加えると,同 年度末までに合計47件 となっている。

放送分野は,無 償資金協力の場合が多く,開 発調査においては,無 償

資金協力に結びつく基本設計調査が多 くなっている。58年 度に おいて

も.,ス リ・ランカの教育テレビスタジオ増設計画とスーダンの地方ラジ

ナ放送網計画峠基本設計調査で拳る。
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第2-8-16表58年 度の電 波 ・放 送関係開発調査実績

調 査 名 派遣期間 人 則 概 要

イ ン ドネシア

ラジオ ・テ レビ総合開

発計画実施調査

ス リ・ランカ

教育用 テ レビスタジオ

増設計画基本設計調査

ス ー ダ ン

地方ラジオ放送網整備

計画基本設計調査

ド ミ ニ カ

ラジオ ・テ レビ放送網

拡充計画事前調査

パ ナ マ

短波放送施設建 設計画

コンタク ト。ミッシ ョ

ン

パ ナ マ

短波放送施設建設計画

事前調査

第1次 調査

60日9名

第2次 調 査

60日7名

20日

30日

14日

10目

13日

8名

7名

4名

8名

6名

57年 度に実施 した事前調査を踏 ま

え,ラ ジオ ・テ レビのネ ッ トワー ク

の運用 体制,管 理計画,保 全計画及

び人的資源開発計画等総合開発計画

を策定す るもの

ス リ・ランカに おけ る教育用 テ レ

ビスタジオ増設計画 につい て,ス タ

ジオ施設及び関連資機材 の基本設 計

調査を行 うもの

スーダンの地方都市 に設 け られ る

中波 ラジオ放送中継局5局 に対す る

基本設計調査 を行 うもの

ラジオ,教 育 テ レビの新設 に伴 う

ラジオ ・テ レビ放送網 の整 備を 内容

とす る本格調査を行 うに先立 ち,同

調査の内容 ・範囲を確認す る ととも

に,関 連資料 の収集を行 うもの

パナ マの短波放送施設建設計画 に

ついて,先 方政府 と同計画 に対す る

取組み方を協議す る とともに,所 要

資料の収集を行 うもの

上記 コソタ ク ト・ミッシ ョンに基

づ き,国 内短波放送施設 の建設,国

際放送の実施及び諸外 国の国際放送

の中継を内容 とす る本格調査を行 う

に先立 ち,同 調査 の範囲 ・内容を定

め るもの

エ.海 外技術協力センタ

58年 度 にお い て は,前 年 度 か ら継 続 して協 力を 行 っ てい る タ イ ・モ ン ク ッ

ト王 工 科 大 学,パ キ ス タ ン中 央 電 気 通 信 研 究 所,ペ ル ー電 気 通 信 訓 練 セ ン タ,

目本 ・シ ン ガ ポ ー ル ソフ トウ ェア技 術 研 修 セ ン タ,パ ナ マ 国営 教 育 テ レ ビ放
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送 計 画 及 び フ ィ リ ピン電 気 通 信 訓 練 セ ンタ の6プ ロジ ェク トの うち,タ イ ・

モ ン ク ッ ト王 工 科 大 学 へ の協 力 が終 了 し,タ イ の 自主 運 営 に 引 き継 がれ た ほ

か は引 き続 い て 協 力 を 行 い,ま た,シ ン ガ ポ ー ル生 産 性 向 上 プ ロジ ェ ク ト及

び イ ン ドネ シ ア ラ ジオ ・テ レ ビ放送 訓練 セ ンタ に対 す る協 力 が新 た に開 始 さ

れ た。

58年 度 にお い て,こ れ ら8プ ロ ジ ェ ク トに 関 し,通 信 ・放 送 分野 以外 の も

の も含 め,派 遣 され た 調査 団 は7件35名,専 門 家 は93名,我 が 国 に受 け 入 れ

た カ ウ ン タ ーパ ー トは59名,ま た,我 が 国 が 供与 した 機 材 総 額 は3億8,100

万 円で あ った 。 タイ ・モ ン ク ッ ト王 工 科 大 学 及 び 現 在 協 力 中 の各 セ ンタ の概i

況 は第2-8-17表 の とお りで あ る。

第2-8-17表 海 外技術協力セ ンタの概況

セ・タ名及び励 期間1 概 況

タイ ・モ ン ク ッ ト王

工 科 大 学

53.ユ2.12～58,8.31

た だ し57.12.12～58.

8.31は フ ォ ロ ー ア ッ プ

協 力 期 間

パキスタソ中央電気通

信研究所

本大学 は,我 が国 の協力に よ り35年に電気通信訓練

センタとして設立 されて以来継続発展 し,45年 に5年

制 の国立大学に昇格 した ものであ り,我 が国はデ ータ

処理工学,半 導体工 学及び電力工学 の3分 野で協力を

実施 して きた。

この うちデ ータ処理工学及 び半導体工学については,

58年8月31日 まで フォローア ップ協力を実施 した。

○協力実績(58年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣45名(7名)

カウンタ ーパ ー トの受入れ14名(0名)

機 材の供与4億3,300万 円(2,200万 円)

(注)上 記 センタ協力べ 」スに よる協力のほか,無

償資金協力 ベースで建 物建設及び研究機材 のた

め約10億 円を贈与 している。

本研究所は,我 が国の協力に よ り39年に設立 された

ハ リプールの電気通信研究セ ンタを発展 ,拡 充 した も

の としてイスラマバ ー ドに設立 され,現 在は電話,電

信,無 線,伝 送及び回路部品の各分野 の電気通信機器
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セ ンタ名及び協力期間 概 況

54.3.22～59.3.21

ペ ルー電気通信訓練セ

ンタ

54.11,2～59.11.1

た だ し57.11.2～59.

11.1は 延 長 協 力 期 間

日本 ・シ ン ガポ ール ソ

フ トウエ ア技 術 研 修 セ

ン タ

55.12.18～60,工2。17

の研究及び開発に対 す る協 力を行 ってい る。

58年12月 にエパ リエ ーシ ョンチ ーム(5名)を 派遣

して調i査した結果,協 力期 間終了後59年7月21日 まで

を限度 として厚膜IC回 路 部品の試作品製作を 目的 と

す る協 力を継続 する こととな った。

O協 力実績(58年 度分再掲)

調査 団,専 門家 の派遣74名(14名)

カ ウンターパー トの受入 れ15名(4名)

機材 の供与2億5,900万 円(3,200万 円)

(注)上 記 センタ協 力ベー スに よる協 力のほか,無

償資金協 力ベースで建物建設 及び研 究機 材のた

め22億 円を贈与 して いる。

本 センタは,ペ ルーにおける電気通 信 ・放送 分野の

技術老 の養成を 目的 と して,48年 に設立 され,我 が国

は,電 話交換,電 話線路,伝 送及 び放送 の4分 野にお

け る訓練につい て技術協力を実施 して きた。 この うち

電話交換及び放送分野 につ いては2年 間,電 話線路及

び伝送分野 につ いては1年 間,そ れ ぞれ協 力期間を延

長 していた。

58年ll月 に巡 回指導 チ ーム(3名)を 派 遣 し,残 る

協 力期 間の協 力を一層 効率的な もの とす るため,具 体

的 な 目標 設定 及び とるべ き措 置の指 摘を行 った。

○協力実績(58年 度分再掲)

調査 団,専 門家 の派遣49名(9名)

カウンターパー トの受入 れ17名(4名)

機材 の供与3億2,100万 円(1,000万 円)

本研修 センタは,シ ンガポ ールにおける将来の ソフ

トウェア産業を担 う人材を養成す る ことを 目的 として

設立 され,我 が 国は,コ ン ピュータ ・ソフ トウェア分

野において協力を行 ってい る。

59年2月 に計画打合せチ ーム(4名)を 派遣 し,円

滑な技術移転を図るために問題点の協議を行 った。
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セ・タ名及び励 期剛 概 況

パナマ国営教 育テ レビ

放送計画

5(}.2軌11～61.2.10

フィリピン電気通信訓

練 セソタ

56.4.2～61.4.1

O協 力実績(58年 度分再掲)

調 査団,専 門家の派遣68名(27名)

カ ウンターパー トの受入れ14名(2名)

機材の供与3億6,700万 円(6,IOO万 円)

(注)協 力実績には,通 信 ・放送分野以外の もの も

含む。

パナ マ政府は,同 国における教育 の普及 と人材 の育

成を図 るため,国 営教 育テ レビ放送体制を整備,拡 充

す る計画を策定 してお り,こ の計画 に関連 して,我 が

国は番組制作,ス タジオ技術 及び送信技術 の分野にお

い て,オ ンザ ジ ョブ トレー ニングを 中心に協力を行 っ

ている。

59年2月 に巡回指導チー ム(4名)を 派遣 し,協 力

の進 ち ょく状況及び問題点の把握 を行い,そ の改善方

協議す る とともに,59年 度以降の協 力計画 の策定を行

った。

○協 力実績(58年 度分再掲)

調査 団,専 門家の派 遣34名(10名)

カ ウンターパー トの受入れ7名(2名)

機材 の供与4億8,200万 円(1億400万 円)

フィ リピン政府は,電 気通信網建 設計画の一環 とし

て,ル ソン島北部 の電気通信網建設計画を遂 行 してお

り,こ れが完成 した際 に必要 とな る保守 ・運用要員 の

養成に対 して,我 が 国は,交 換,無 線,電 信,線 路,

搬送及び電力の6分 野 において協力を行 っている。

58年11月 に巡 回指導 チーム(4名)を 派遣 し,残 る

協力期 間の協 力を一層効率的 なものとす るため,具 体

的な 目標設定 及び とるべ き措置の指摘を行 った。

o協 力実績(58年 度分再掲)

調査団,専 門家の派遣33名(8名)

カウンターパ ー トの受入 れ8名(5名)

機材 の供与3億5,900万 円(正 億2,000万 円)
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セ ンタ名及び協 力期 間 概 況

シ ン ガ ポ ー ル生 産 性 向

上 プ ロジ ェク ト

58.6.11～63。6.10

イ ン ドネ シ ア ラ ジ オ ・

テ レ ビ放 送 訓 練 セ ン タ

58,10.21～63.10.20

本 プ ロジ ェク トは,シ ンガポールにおいて生産 性の

向上を図 るため,そ の人的側面か らのアプ ローチの強

化を 目的 として研修 ・訓練等 の活動を行 うものである。

我が国は,企 画調査,普 及 ・促進,労 務管理,管 理 ・

監督者訓練,労 働安全衛生,リ ソースセ ンタの6分 野

において協力を行ってお り,郵 政省では リソースセ ン

タについて協 力を行ってい る。

58年6月 に実 施協議 チ ーム(9名)を 派遣 して討議

議事録(R/D)を 締結 し,今 後5年 間にわた る協 カー一

を開始 した。

○協 力実績(58年 度分再掲)

調査 団,専 門家 の派遣43名(43名)

カ ウンターパー トの受入 れ38名(38名)

機材 の供与700万 円(700万 円)

(注)1.協 力実績 には,通 信 ・放送 分野以外の もの も

含む。

2.上 記 センタ協力 ベースに よる協 力のほか,無

償資金協力ベ ースで,研 究機材 ・教材等 のため

に,総 額25億 円程度 の贈与を行 う予定 である。

イ ン ドネシアは,ラ ジオ ・テ レビ放送網 の拡充 を計

画 してい るが,放 送網を支え るべ き人材が不足 してい

ることか ら,放 送網拡充に伴 う放送要員 の訓練及 び放

送 機器の運用,保 守管理等に対応す るため,訓 練 セン

タの設立計画を策定 し,そ の実施について我が 国に協

力の要請があ った。

これを うけて,58年IO月 実 施協議 チーム(6名)を

派遣 して討 議議事録(R/D)を 締結 し,ラ ジオ ・テ

レビ放送 の番組制 作,放 送技術両分野について5年 間

の協 力を開始 した。

○協 力実績(58年 度分再 掲)

調査 団,専 門家の派遣35名(10名)

カ ウンターパー トの受入れ4名(4名)

機材 の供与2,500万 円(2,500万 円)

(注)上 記 セソタ協 力ベースによる協 力のほか,無

償資 金協 力ベースで建物建設 及び研究機 材のた

め約18億 円を贈与 している。
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(3)資 金 協 力

ア.円 借 款

通信 ・放送分野における円借款は,36年 度にパキスタンの電信電話施設拡

張計画に対 して供与されたことに始まるが,そ の後,マ イクロウェーブ網建

設計画,衛 星地上局建設計画,放 送網拡充計画等多岐にわた り供与されてき

ている。

58年度は,6件 で合計約252億 円の供与が 行 わ れ た(第2-8-18表 参

照)。最近は,放 送関係のプ巨ジェクトに供与されておらず,い ずれも通信

関係のプロジェクトである。

通信関係のプロジェクトの円借款要請は,ア フリカ地域,中 南米地域から

数多く出されているが,こ れらの地域の国は,債 務救済(リ スケジュール)

を実施 しているため円供款の供与は困難 となっている。

イ.無 償資金協力

無償資金協力としては,42年 度のシンガポール衛星地上局建設,46年 度の

タイ～ラオス間マイクロウェーブ回線建設が始まりであり,そ の後,次 第に

供与される件数は増加 している。

58年 度は第2-8-19表 のとお り,ビ ルマのテレビ放送施設拡充計画(5?

年度の継続案件)の みであるが,こ れは一時的に件数が減った ものと考えら

れる。



第2-8-18表58年 度の通信 ・放送分野における円借款一覧表

交 換 公文
署名年月日

9

58.4.23

の

58,4.23

58.5,10

o
58.9.22

58.9.22

58.12.21

供 与 先

イ ン ドネ シ ア

イ ン ドネ シ ア

ホ ン ァ ユ ラス

イ ン ドネ シ ア

イ ン ドネ シ ア

ジ ン バ プ ェ

金 額
(百万 円)

4,970

5,864

7,026

4,377

442

2,536

年 利
(%)

3.0

3.O

3.5

3.5

3.5

4.75

据置
期間
(年)

10

10

10

10

10

7

返済
期間
(年)

30

30

30

30

30

25

対 象 プ ロジ ェ ク ト名

中波無線標識局

遠隔地通信網整備計
画(H)

電気通信拡充計画

海上捜索救難通信建
設計画

ス ラ ウ ェ シ ・マ イ ク

ロ ウ ェ ー ブ建 設 計 画

国際電気通信拡充計
画

貸付契約
年 月 日

58.10.6

58.9.22

58.10.18

59.6.13

59.6.13

59,4.12

備 考

1

8
ゆ

1

18の中波無線標識局(電 波灯台)
の設置

卜∂

イン ドネシアの遠隔地域 の35都 市
を無線で基 幹回線に接続

首都 テ グシカルパをは じめとす る
主要ll都 市 の交換機 の新増設

海上捜索通信網建設

ス ラ ウ ェ シ島 に お け る マ イ ク ロ ウ

ェ ー ブ伝 送 路建 設 に係 る エ ン ジ ニ

ア リン グ 。サ ー ビ ス

大西洋衛星 向けイ ンテルサ ッ ト標準
A型 地上局設備の建設 等

(注)1.「 返済期間 」は,「据 置期間」を含む。

2.実 施機関は,海 外経済協 力基 金である。
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第2-8-19表58年 度の通信 ・放送分野における無 償資金協カー覧表

交換 公 文署名年月日

58.6,29

供 与 先

ビ ル マ

金 額
(百万 円)

L,280

対象 プ ロジェク ト名

テレビ放送施設拡充
計画

備 考

テ レビ ・ス タ ジ オ ・ビル の建

設

3ア ジア ・太平洋電気通信東京会合

1983年9月26日 から10月1日 まで,我 が国とAPTと の共催で 「アジア ・

太平洋電気通信東京会合」が開催された。

我が国は,ア ジア ・太平洋地域の電気通信分野での指導的立場にある国と

して,世 界コミ晶ニケーション年 という記念すぺき年にこのような会合を開

催 し,域 内の開発途上国の電気通信分野における指導者を 日本へ招請し,21

世紀に向けての電気通信開発戦略について意見交換を行 うことは極めて有意

義であるとの観点か ら,こ の会合を国際協力の一環 として位置付け,会 合の

開催を積極的に推進した。

この会合には,ナ ウル大統領,フ ィリピン,イ ン ド,パ キスタン.ス リ・

ランカ及び日本の通信主管大臣をはじめ とするAPTの 加盟国(18)及 び準

加盟国(1)の 代表,ITU事 務総局長,イ ンテルサ ット事務局長をはじめと

する関係国際機関(8)の 代表その他合計156名 が参加 して,我 が国郵政大

臣を議長 として討議が行われ,満 場一致で東京宣言カミ採択された。この宣言

は,電 気通信の発達が地域の平和 と安定及び経済的繁栄(都 市農村間の格差

是正を含む。)に大きく貢献するものであることを 確認するとともに,各 国

内における電気通信の優先度を高め,電 気通信分野への人的 ・物的資源配分

を強化する必要性を強調している。また,同 宣言がAPT地 域において未だ

大多数の人 々がルーラル(農 村)地 域に居住するとい う厳然たる事実を背景

に,ル ーラル 電気通信の重要性を確認し,APTの この分野での努力を歓迎

している点が注 目される。
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4開 発途上国向けルーラル電気通信 システムの調査研究

開発途上国にとって,人 口,面 積等において大きな比重を占めるルーラル

地域の開発は,そ の国の安定にとって不可欠であるところ,こ れ ら地域の開

発に果たす電気通信の役割も極めて重要となっている。 しか しながら,開 発

途上国のルーラル地域における電気通信開発は,極 めて立ち遅れているのが

現状である。したがって,今 後の開発途上国の電気通信分野における協力要

請は,こ のルーラル電気通信システムに対するものが中心になって くると予

想される。

開発途上国のルーラル地域は,一 般に,気 候 ・地形等自然条件が厳 しいこ

と,商 用電源が十分利用できないこと,機 器の運用 ・保守を行 うことができ

る技術者が少ないこと,加 入者の負担力が低いことなど電気通信システム導

入に際しての阻害要因が多い。そこで,郵 政省としては,こ の分野における

開発途上国の要請に的確にこたえ,国 際協力を推進してい く見地から,59年

3月 電気通信関係者等から構成 される 「開発途上国向けルーラル電気通信シ

ステムに関する研究会」(ル ーラル電気通信研究会)を 組織 し,

① 開発途上国の開発計画等において,ル ーラル電気通信が,適 正に評価さ

れ,位 置付けられるための課題 と方策(ル ーラル電気通信の社会的 ・経済

的役割)

② ルーラル電気通信について,資 金面において円滑な措置がなされるため

の課題 と方策(ル ーラル電気通信の財務分析 ・経済分析手法等)

③ 開発途上国のニーズに応じた廉価な最適ルーラル電気通信システムの開

発(前 提条件 とシステムの開発)

等について検討を進めている。

5二 国間の科学技術協力協定等に基づ く国際協力

人類が直面する諸問題解決の鍵 として,科 学技術協力もその重要性が認識
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されてきている。また,世 界の英知を結集し,共 通の目標に向かって各国の

研究開発資源を国際的な レベルで有効かつ効率的に活用 しようとす る科学技

術協力の必要性 も増大 している。

こうした認識のもと,我 が国は,58年 度末現在16か 国と科学技術協力協定

ないし取極等を締結 している。

58年 度においては,各 国との間で定期会合を開催 したのに加えて,我 が国

が提唱した 日本 ・アセアン科学技術関係閣僚会議を東京において開催 し,科

学技術協力の観点か ら両者の関係を一層深めることに成功 した。

各国との具体的な協力内容としては,特 にVLBI(超 長基線電波干渉計)

を使っての共同観測について,米 国との間で実験を開始する一方,同 様のテ

ーマでオース トラリア,中 国との間でも協力の進展をみている。


